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1 章 序論 
1.1 背景 
1.1.1 現在の社会におけるロボット利用の拡大 
近年，さまざまな分野でのロボットの利用が増えている．総務省の発表する，情報通信

白書によれば，特にサービス分野での市場規模の伸びが大きく，2035 年にはサービス分野

だけで約 5 兆円，ロボット市場全体では 9.7 兆円まで市場規模が拡大すると予測されている

(図 1-1)． 
 

 

図 1-1 ロボット関連市場変動予測[1][2] 
 
現在すでにサービス分野ではPepper(図 1-2[3])等が実用化され，各地で利用されている．

また，ROBEAR(図 1-3[4])など医療・介護分野のロボットも，それらを利用して介護職員の

負担軽減やサービス向上を実施する施設に対して，介護報酬を加算する方針を政府が決定

している．具体的な報酬額を決定するために，厚生労働省と経済産業省が連携して実証実

験を行っている段階にある[5]．政府が 5 月にまとめた新たな成長戦略でも，ロボットや

AI(人工知能)を積極的に活用する「第 4 次産業革命」で 30 兆円の市場を創出する目標を明

記し，社会におけるロボットの活用はさらに拡大していくと考えられる[6]． 
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図 1-2  PEPPER[4]              図 1-3  ROBEAR[5] 

 
また，製品のライフサイクルも短縮傾向にある．経済産業省のものづくり白書（2007 年）

によると，一部の業界を除いてどの分野も短縮されている．特に家電業界の短縮率（5 年前

との比較）は 59.9 %という結果であった[7]．さらに，中小企業白書の製造販売活動実態調

査（2004 年 11 月）によると，自社にとっての売れ筋商品（ヒット商品）のライフサイク

ルは，1990 年代と比較して 2000 年代になると 1 年未満と 1 ～ 2 年未満であると回答した

比率が 21.2 %から 51.8 %と増加している[8]．このような製品ライフサイクルの低下は，市

場の拡大を続けるロボット業界にもいずれ訪れると考えられる．このようなロボット市場

の変化は，ロボットを取り巻く環境に次のような影響を与えることが考えられる． 
 

(i) ロボットに対する要求の多様化 
初めに，ロボット市場が拡大することによって今までロボットが利用されてこなかった

分野や，作業内容でもロボットが利用されるようになっていくことが考えられる．そのた

め，ロボット開発時に要求される内容が多様化していくことが考えられる． 
 

(ii) ロボットの形状の変化，多様化 
これまでになかった要求に対して製作されたロボットは，従来利用されてきたロボット

群に対して，より多様で複雑な形状を持つようになると考えられる． 
 

(iii) 開発スパンの短縮 
製品のライフサイクルが短くなると，次の製品を作るまでの開発スパンも短くなってし

まう．ロボット業界でもこの製品ライフサイクルの低下が起きた場合，許容される開発ス

パンの短縮も避けられないと考えられる． 
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(iv) ユーザーの変化 
従来，工業用のロボット等は，その運用に特化した専門の技術者等によって運用されて

きた．しかし，市場の拡大と変化によって，専門性を持たないユーザーによって，ロボッ

トが利用される機会が増加していくと考えられる． 
 
要求の多様化や，形状の多様化によって，ロボットの設計・開発・運用は，より複雑な

行程，専門的な知識が要求されるようになっていくことが考えられる．しかし，開発スパ

ンの短縮や，ユーザーの変化に対応するためには，複雑な設計行程や専門性は排除される

必要がある．多様な要求にこたえながら，複雑さや専門性を低下させるためのアプローチ

が必要とされている． 
 

1.1.2 複雑システムの開発のためのアプローチ 
複雑なシステムの設計を行うためのアプローチの一つとして，モジュール化という概念

が挙げられる．モジュール化とは，システムの各要素間の相互依存性を下げることによっ

て，調整コストを縮小し，要素ごとに並列で開発，設計を可能とする手法である[9]．モジ

ュール化を行う事によってシステムは細分化され，一度に取り扱われる要素は単純化する．

また，要素ごとに並列しての設計開発，生産を行う事が出来るようになるため，開発スパ

ンの短縮や，生産性の向上につながる．また，モジュール単位での要素の交換などを行う

事で，多様性の確保や，修理，廃棄などが容易になる． 
しかし，モジュール化には本来，対象ごとに向き不向きがある．モジュール化に向いて

いる対象として，デスクトップ PC などが挙げられる(画像 1-4)． 
 

 
図 1-4 モジュール化に向いているシステムの例 

 
デスクトップ PC において，PC を構成している要素である，ディスプレイ，マウス，キ

ーボード等の要素は，完全に独立している．また，PC 本体内部でも，ハードディスクドラ

イブ，マザーボード，グラフィックボードなど，機能的に独立した要素によって構成され
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ている．各要素を，仕様の異なるものと交換しても，インターフェースさえ共通であれば，

全体の機能は保証される．この時，独立した各要素は，モジュール化されていると捉える

ことが出来る． 
逆に，モジュール化に向いていない例としてはジェット戦闘機などの最適設計が要求さ

れる対象が挙げられる(画像 1-5)． 
 

 
図 1-5 モジュール化に不向きなシステムの例 

 
戦闘機などの場合，たとえばエンジンをより高出力なものに換装するということを考え

た場合，機体全体の強度の見直しや，形状の再設計が必要になってくる．このような対象

は，要素ごとの相互依存性が非常に高く，たとえ分解可能に設計されていてもモジュール

化されていると言うことはできない．こういったシステムをわざわざ分解可能に設計する

ことは，かえってコストの上昇につながることがあるため，頻繁に整備や部品交換を要求

される部位以外は，あまり分解を考慮しない設計になることが多かった．しかし，自動車

業界などではその流れに変化が生じている．設計開発にモジュール化を導入した一例とし

て，日産で採用されているモジュール化の概念，CMF（COMMON MODULE FAMILY）

を図 1-6 に示す． 
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図 1-6 コモンモジュールファミリー概念図[10] 

 
自動車は本来，エンジンとサスペンション，ステアリングなど，相互依存性の高い要素

によって構成されているため，モジュール化は不向きとされていた[9]．しかし日産では，

運転席，エンジンブロック，シャーシの前後，それらを繋ぐ電装系とソフトウェアという

形でモジュール化し，生産性の向上や多様性の確保といったモジュールのメリットを得る

ことに成功した．このように本来モジュール化の不向きな対象でも，拡大を続ける市場に

対応するために，モジュール化によるメリットを得ようとする流れが生まれている．開発

スパンの短縮や，多様性の確保が求められるようになると考えられるロボット業界でも，

生産にモジュール化を取り入れていく可能性が高い． 
 

1.1.3 ロボットにおけるモジュール化 
一口にロボットといっても様々なタイプのロボットが存在する．本論分では，扱う対象

を多体システムに分類されるロボットに限定する．多体システムはハードウェア面で見た

場合，システムを構成しているリンクやジョイントといった要素は機能上の独立性が高い．

そのため，リンク部やジョイント部によって分割を行い，要素ごとの生産や，部品の組み

換えによる多様性の確保が容易であり，モジュール化に強いシステムであると言う事が出

来る．たとえば，運搬作業を行うロボットに対して，より大重量の荷物を運搬させるため

のバリエーションを開発することを想定する．大重量の荷物を運搬するために，ロボット

は腕部や脚部の剛性やアクチュエータ出力の向上を図る事になる．その時腕単位や，脚単

位と言った，モジュール単位での開発を行う事はそれほど難しくはない．しかし，ロボッ

トを制御するためのプログラムは，アセンブリ終わったロボットに対しての設計を行う必
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要がある．多体システムのダイナミクスは，リンクごとのダイナミクスが互いに影響し合

う事で，複雑な応答特性を持っている．先ほどの重量物を運べるロボットのバリエーショ

ン開発の例でも，他のモジュールの変化による影響を無視して制御器を設計する事は容易

ではない．このように，多体システムの動特性は要素間の相互依存性が非常に高く，設計

時にそれらを考慮する必要のあるソフトウェア面で見ると，多体システムはモジュール化

に弱い対象と言うことが出来る． 
 

1.2 研究目的 
本研究では，ハードウェアデザインだけでなく，ソフトウェアデザインの効率化も行う

事の出来るモジュール化の概念を提案する．提案されたモジュール化の概念を利用して実

際に制御器設計や動作生成機の設計，動作制御を行い，提案コンセプトの有効性を検証す

る．将来的にモジュール化によってロボットの設計・開発・運用を行っていく際の利点や

問題点を明らかにする事を目的とする． 
 

1.3 論文構成 
2 章では，ソフトウェアデザインにも利用できる，モジュール化のコンセプトの説明を行

う．3 章では，提案したモジュール化のコンセプトを検証するための実験装置の作成と，評

価シミュレーションについて述べる．4 章，5 章では実際に提案コンセプトを利用して，制

御器や動作生成機のデザインを行い，シミュレーション上で有効性の確認を行う．6 章では，

柔軟関節持つロボットを対象とした場合の問題点と，その解決方法の提案と検証実験につ

いて述べる．7 章では各章での成果のまとめと結論について述べる． 
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2 章 ハードウェア・ソフトウェアの同時モジュール化 
2.1 モジュール化のコンセプト 
多体システムをモデル化する際，ニュートン・オイラー法[11]では，各リンクを一度両端

に外力を受ける剛体の棒としてモデル化を行う．その後，各リンク間の内力がゼロである

ことを利用して全体のモデルを求める．本論文では，モデル化の際に行われる各リンクの

モデルに着目した．多体システムのモデルにおける要素間の相互依存性は，この隣り合う

リンクから受ける外力によって生じている．そのため，リンクそのもののダイナミクスは

独立している．そこで，ハードウェアをアセンブリする際に，リンク間の力のやり取りの

関係を拘束条件として連結できるようにすることで，ダイナミクスモデルのモジュール化

が可能になると考えた．また，計算トルク法[12(2)]などのモデルベース制御においても，

遠心力やコリオリ力と言った，他リンクからの影響を固定の制御器で考慮する事は難しく，

多くの手法では，逆ダイナミクスモデルを用いることで，直接他リンクの影響を補償して

いる．そのため，誤差の補償器は独立性の高い設計となっていることが多く，制御器もモ

ジュール化が可能であると考えた．図 2-1 に提案するモジュール化コンセプトの模式図を示

す． 
 

 
図 2-1 ハードウェア・ソフトウェアの同時モジュール化 

 
図 2-1 に示すように，腕や脚と言った，ハードウェアモジュールに対して，腕単位や脚単

位の細分化されたダイナミクスモデルや制御器を作成する．この細分化されたソフトウェ

アをソフトウェアモジュールとする．この，ハードウェア，ソフトウェアを合わせて一つ

のモジュールとして捉える．この時，要素間の相互依存性の高いダイナミクスモデルは，
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隣り合うリンクからの影響を考慮するための入出力を持つ．モジュールをアセンブリした

際の模式図を図 2-2 に示す． 

 
図 2-2 ハードウェアとソフトウェアのアセンブリ 

 
ハードウェアをアセンブリした際は，各ハードウェアモジュールからモジュール単位の

モデルを取り出し，黒矢印で示された力のやり取りによってソフトウェア上でもモデルの

連結を行う．連結されたモデルは，全体のモデルとして機能するので，制御や動作生成等

のソフトウェアデザインに利用できる．このモデルの導出法は，ベースとなったニュート

ン・オイラー法によるモデルの導出方法に近いが，提案する手法では，各モデルは分割さ

れたまま運用する．そうすることで，ただちに組み替えに対応出来るようになっていると

もに，連結部への外力の入力が容易になる．また，各モデルが独立して存在しているため，

モデルの構造を直感的に理解しやすくなるなどの利点が得られると考えられる． 
 

2.2 提案するコンセプトのメリット 
(i) モデル設計，制御器設計行程の単純化 
ソフトウェアモジュールに含まれるダイナミクスモデルや，ローカル制御器の設計行程

が，対象の単純化によって簡易化することが出来る．行程の単純化は開発スパンの短縮に

おいて重要な要素となる．また，モデルの単純化は，設計者のモデルに対する理解を容易

にする働きがある．モデルに対する理解が深まる事によって，より適した制御器の設計が

可能になると考えられる． 
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(ii) 対象の変化に対する柔軟性の獲得 
モジュール単位でモデルや制御器の設計が行われているため，部品換装のようなモデル

の変更や，一部を変更したバリエーションの設計が容易になる．部品換装の場合，換装後

のモジュールにモデルが用意されていれば，改めて考慮すべき内容は無く，バリエーショ

ン開発においても，変更部のみの開発を行う事が出来る．また，工業製品でもロット単位

でわずかにパラメータの差が存在する事がある．そういったパラメータ誤差を，あらかじ

めソフトウェアモジュールに含めておくことで，ロットの違うモジュールと交換を行って

も，全体の微調整をする必要性が低下する． 
 

(iii) 開発作業の平行化 
制御システムの設計をモジュール単位で行う事が可能になるため，ロボット全体の完成

を待たずして，ソフトウェア上の設計を開始する事が可能になる．開発作業の並列化も，

開発スパンの短縮において重要な要素となる． 
 

(iv) 計算負荷の軽減 
提案するコンセプトの大きな特徴の一つとして，分割されたソフトウェアモジュールを，

分割したまま利用する事にある．これは，従来から利用されてきた多くのモデル作成ソフ

トと異なる点である．モデルを分割したまま活用しているため，モジュール単位で並列計

算を行う事でモデルの動作における計算コストを下げることが出来ると考えられる．特に，

多体システムのモデルは，モデルの自由度に対して爆発的に必要計算量が増大する事が知

られているため，複雑なシステムにおいてより強くメリットが機能すると考えられる．リ

アルタイムでの制御において計算負荷は実現性に関わる重要な要素であり，あらゆるモデ

ルの計算負荷を下げることが出来る場合，様々な制御器の実装性の向上につながると考え

られる． 
 

2.3 提案するコンセプトのデメリット 
(i) ヤコビ行列との相性 
現在利用されている制御手法や動作生成手法の多くはヤコビ行列を利用している．しか

し，ヤコビ行列の導出は全体の幾何学モデルが必要となるため，ヤコビ行列とモジュール

化は相性がいいとは言いにくい．そのため，制御器設計時によく利用されている手法をそ

のまま利用する事が出来ず，相性の良い手法を探す必要がある． 
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(ii) モデル誤差の蓄積 
提案するコンセプトでは，ソフトウェアモジュールは対応するハードウェアモジュール

しか考慮していないため，モジュールごとに蓄積されたモデル誤差や寸法誤差を考慮でき

ない可能性がある．関節角度ではなく手先位置なので精度を求められた場合，手先位置を

考慮するための手法を考える必要がある． 
 

2.4 提案するコンセプトの利用 
提案するコンセプトは，ハードウェアに応じた順ダイナミクスモデル，逆ダイナミクス

モデルを容易に入手することが出来る．本論文では，それぞれを利用して以下の手法をそ

れぞれ提案し，検証を行う． 
 

(i) 逆ダイナミクスモデルを用いた動作制御 
逆ダイナミクスモデルを用いることで遠心力やコリオリ力といった非線形要素を直接補

正することが出来る．またモデルへの外力を等価なトルクに変換できることを利用して，

ポテンシャル場による仮想的な外力を実空間での等価なトルクに変換し，二本のアームの

接触回避を行う． 
 

(ii) 順ダイナミクスモデルの応答を用いた動作生成 
順ダイナミクスモデルに対して，有限の力やトルクを入力して得られた応答は，有限の

力やトルクによって実現可能な動作になる．それを利用することで，評価関数などを用い

ずに，実現性の高い動作の生成が可能になる．また，力やトルクは重ね合わせが容易であ

るため，動作生成時の拘束条件を仮想的な外力や外力トルクで表現することで，複数の拘

束条件を考慮した動作の生成を行う． 
 

(iii) 非干渉化を利用した制御器設計 
逆ダイナミクスモデルを用いることで，非線形要素となる他リンクからの影響を排除す

ることが出来るため，ある関節へのトルク入力から加速度応答までの伝達関数を線形化し，

ほか関節へのトルク入力に対して非干渉化することが出来る．それを利用して，線形で連

続なモデルを対象とした従来の制御器設計手法を利用して，多体システムの関節の制御器

が設計できるようになると考えられる．関節単位の制御器として，関節の柔軟性に着目し，

ノッチフィルタを用いて柔軟性による振動を抑制する制御器を設計し，検証を行う． 
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3 章 検証用実験装置の作成および評価 
3.1 実験装置コンセプト 
実験装置を製作するにあたって，以下のコンセプトを設定した． 
 

(i) 組替可能に設計する 
多様なシステムでの検証を可能とするために，組み替え可能な構造での実験装置を作成

する．ただし，これはいわゆるモジュールロボット製作するのではなく，ハード・ソフト

の同時モジュール化が，制御器デザインにおいてどの程度有効であるかの検証をするため

の実験装置として作成を行う． 
 
(ii) 1 リンク単位でモジュール化を行う 
制御器設計，モデル設計の行程を極力単純化するために，1 リンク単位でモジュール化を

行った装置を作成する．また，複数種類のジョイントをそれぞれ製作することで，組み替

えによって多様なシステムでの検証を可能とした． 
 
(iii) 動作平面を 2 次元に拘束する 
本実験装置は手法の検証を目的としており，多くの制御側は 2 次元上で有効性を検証す

れば，3 次元空間への拡張は容易である．そのため，装置の開発工程を単純化するために装

置の動作空間を二次元平面上に拘束した．動作空間を 2 次元に拘束することで，必要なジ

ョイントの種類は直動ジョイントと回転ジョイントの 2 種類となる．また，動作空間を二

次元に拘束する手法として，摩擦の少ない平板上でスライドさせる手法を採用した．コン

セプトの概要を図 3-1 に示す． 
 

 
図 3-1 実験装置製作コンセプトの模式図 
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3.2 実験装置の作成 
上記のコンセプトをもとに実際に実験装置の作成を行った．作成した実験装置は，回転ジ

ョイントモジュール，直動ジョイントモジュール，実験装置最，DSP ボードおよびその他

の周辺機器で構成されている．以下に，それぞれについて述べる． 
 
3.2.1 回転ジョイントモジュール 
(i) ハードウェアモジュール 
制作した回転ジョイントモジュールを図 3-2 に示す． 

 

図 3-2 製作した回転ジョイントモジュール 
 

回転ジョイントモジュールは，カサ歯車を用いることで可動部にモータ動力を伝える構造

となっている．他モジュールとの接続点は可動部先端と動力部後端の二か所に設けた．外

形寸法は，関節が直線状態にあるときで高さ 85 mm，幅 50 mm，長さ 260 mm となる．

モジュール全体の質量は 1.08 kg となる．関節は図中の赤い矢印で示された方向に可動し，

可動範囲は±90°とした．表 3-1 に制作したジョイントモジュールの諸元を示す． 
 

Table 3-1   Specifications of rotation joint module 
Size (Width × Length × Height) 50 mm × 260 mm × 85 mm 

Mass 
Moving part 0.17 kg 
Power part 0.90 kg 

Moment of inertia 
Moving part 1.21×10-3 kg・m2 
Power part 2.62×10-2 kg・m2 

Range of movement ±90° 
Number of attachment points 2 

Power 7.00 N・m 
Maximum angular velocity 4.7 rad/s 

Mass: 1.26 
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(ii) ソフトウェアモジュール 
ソフトウェアモジュールとして順ダイナミクスモデルと逆ダイナミクスモデルの作成をそ

れぞれ行った．各モデルについて以下に述べる．各モデルは，棒状の剛体に図 3-2 に示す状

態量を定義し，モデル化を行なった．図 3-3 の状態量を用いて運動方程式の導出を行った．

モデルの導出は，ニュートン・オイラー法を参考にして行った． 
 

 
図 3-3 回転ジョイントおよびリンクの状態量 

 
(ii-a) 順ダイナミクスモデルの作成 

ここでは，リンクへの入力を bx ， by ，Fe，τb，τe，出力を ex ， ey ，Fb，θとする．ニュ

ートン・オイラー法の場合，ベース側の入力は Fbとなる．しかし，本研究ではモジュール

モデル接続の際に，強制変位を与えることの出来るベースリンクと接続する場合を考慮し

て，利便性のためにベース側の入力を加速度とした．Fig.3-3 の状態量から回転に関する運

動方程式を立てると以下の式(3-1)を得る．ただし、以降の式中の S，C はそれぞれ sinθ，

cosθをあらわすものとする． 
 

( ) ( )
Iml

gCmlyCmlxSmlSFllCFll bbexeyeb

+

−−++−+++
= 2

01

01010102010201 
 ττ

θ  …(3-1) 

 
また，ソフトウェアモジュールでは，前後のリンクに与える拘束条件を出力する必要が

ある．ベースへの反力を求めるために，重心周りについて x 方向，y 方向それぞれの運動方

程式を立てたものを式(3-2)，(3-3)に示す． 
ただし ax，ayはそれぞれ重心位置の x 方向加速度，y 方向加速度を表す． 
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2
0101 θθ  ClSlax xb ++=  …(3-2) 

 

2
0101 θθ  SlClay yb +−=  …(3-3) 

 
式(3-2)，(3-3)の重心回りの加速度，角加速度を外力及びトルクで表すと以下の式(3-4)，

(3-5)を得る． 
 

2
01

01020201
01 θ

ττ  Cl
I

CFlSFlCFlSFl
Sl

m
FFx byexeybxebexbx

b +






 −−+++
+

+
=  …(3-4) 

 

2
01

01020201
01 θ

ττ  Sl
I

CFlSFlCFlSFl
Clg

m
FF

y byexeybxebyeyb
b +







 −−+++
−−

+
=  …(3-5) 

 
ここで，Fbx，Fbyを未知数として連立方程式に直すと以下の式(2-6)，(2-7)を得る． 
 

( ) 2
01

0202
010101

01 θ
ττ  Cl

I
SFlCFl

Sl
m
FxCFlSFl

I
Sl

m
F exeyebex

bbybx
bx −







 −++
−−=−+  …(3-6) 

( ) 2
101

0202
0101101

01 θ
ττ  Sl

I
SFlCFl

Clg
m
F

yCFlFSl
I
Cl

m
F exeyebey

bbybx
by −







 −++
++−=−−

 …(3-7) 
式(3-6)，(3-7)を行列で表現し，Fbx，Fby，について解くと以下の式(2-8)を得る． 
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mI
SCl
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 …(3-8) 
 
この式(3-8)をベース側リンクへの入力となるベース反力とする．また，先端の変位を求

めた式を式(3-9)，(3-10)に示す． 
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Cllxx be )( 0201 ++=  …(3-9) 

 

Sllyy be )( 0201 ++=  …(3-10) 

 
式(3-9)，(3-10)を二回微分して式(3-11)，(3-12)を得る． 
 

( ) 2
1020110201 )( θθ  CllSllxx be +−+−=  …(3-11) 

 

( ) 2
1020110201 )( θθ  SllCllyy be +−++=  …(3-12) 

 
この式(3-11)，(3-12)を先端側リンクへの入力となる先端加速度とする．式(3-1)，(3-8)，

(3-11)，(3-12)を図 3-4 に示す形で連結し，回転ジョイントモジュールの順動力学モデルと

する． 

 
図 3-4 順モデルのブロック線図(回転ジョイントの場合) 

 
入力されたトルク，先端外力，ベース加速度，前ステップ姿勢から現ステップの角加速

度を算出し，それを積分することによって次ステップの姿勢としてパラメータ変動系モデ

ルとして構成している．このうち，τb，τeが自ら定義する入力， bx ， by ，Feが前後のリン

(3-11)
(3-12)

(3-1)

(3-8)

s
1

s
1eb ττ ,

bb yx  ,
eF

θ

bF

ee yx  ,
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クから得る入力となる．また，最先端のリンクへの先端外力，最後端となるリンクへのベ

ース加速度も自ら定義する必要がある． 
 

(ii-b) 逆ダイナミクスモデルの導出 

ここでは，リンクへの入力をτe， bx ， by ，Fe，θ，出力をτb， ex ， ey ，Fbとする．順ダ

イナミクスモデル動揺，利便性のためにベース側の入力を加速度とした．式(3-1)をベース

側関節トルクについて解いたものを式(3-13)に示す． 
 

( ) ( ) ( ) gCmlCymlSxmlSFllCFllIml bbexeyeb 01010102010201
2

01 ++−+++−−+=  τθτ  

 …(3-13) 
 
上記の式(3-13)と式(3-8)，(3-11)，(3-12)を図 3-5 に示す形で連結したものを，回転ジョ

イントリンクの逆動力学モデルとする． 

 

図 3-5 逆モデルのブロック線図(回転ジョイントの場合) 
 

このうち，θが自ら設計する入力，τe， bx ， by ，Feが前後のリンクから得る入力となる．

ベース側の関節トルクを求めるには，先端にかかるトルクを知る必要があるため，逆力学

モデルでは，やり取りする拘束条件に関節トルクが加わっている． 
 
  



17 
 

3.2.2 直動ジョイントモジュール 
(i) ハードウェアモジュール 
図 3-6 に実際に作成した直動ジョイントモジュールを示す． 

 
図 3-6 直動ジョイントモジュール 

 
直動ジョイントモジュールはラックアンドピニオンを用いることで稼動部にモータ動力

を伝えている．他モジュールとの接続点は，可動部の先端と両側面の 3 箇所と，動力部の

後端 1 箇所の計 4 か所とした．図中の赤い矢印で示された方向に可動部が伸縮し，ストロ

ークは 145mm とした．ポテンショメータ等の部品が内部にあって確認できないため，図

3-7 の 3D CAD データによる画像で各部品の位置を示す． 
 

 
図 3-7 直動ジョイントモジュールの 3D CAD データ 

 

Mass: 
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外形寸法は高さ 104mm，幅 80mm で，長さが 216～361mm の範囲で変化する．モジュー

ルの全体質量は 1.67kg となった．モジュール全体の質量が大きくなってしまったため，基

本的にはベースリンクとして使用することを想定している．また，可動部のガタや，ラッ

ク，ピニオン間の歯飛びを防ぐために，ベアリングローラーによって可動部を拘束してい

る．表 3-2 にモジュールの仕様を示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(ii) ソフトウェアモジュール 
回転ジョイントモジュールと同様に，順ダイナミクスモデルと逆ダイナミクスモデルを

それぞれ作成した．モデルは，レール上をスライドする質点という形でモデル化をおこな

った．図 3-8 に示す形でモデルの状態量を定義した．図 3-8 の状態量を用いで運動方程式を

導出した． 

 

図 3-8 直動ジョイントモジュールの状態量 
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Table 3-2    Specifications of Linear joint  module 
Size (Width × Length × Height) 80 mm × 361 mm × 104 mm 

Mass 
Moving part 0.56 kg 

Power part 1.12 kg 

Moment of inertia 
Moving part 3.10×10-2 kg・m2 

Power part 4.20×10-2 kg・m2 

Range of movement (Stroke) 216～361 mm (145 mm) 
Number of attachment points 4 

Power 636 N 
Maximum liner velocity 52 mm/s 
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(ii-a) 順ダイナミクスモデルの導出 

ここでは入力を F，Fe，θ，τe 出力を ex ， ey ，Fb，τb， d とする．直動リンクの場合，

リンク角度はベース側リンクによって強制角度が与えられるものとする．図 3-4 に示す状態

量からスライダ位置の加速度について求めたものを式(3-14)に示す． 
 

SyCx
m

SFCFmdF
d bb

S

eyexS 


 −−
+++

=
2θ

 …(3-14) 

 
また，前後リンクへの入力を導出するために，式(3-2)，(3-3)に Fig.3-8 の状態量を代入し，

式(3-15)，(3-16)を得る． 
 

ClSl
m

CSFSFFCF
x

L

eyexbx
b

2
0101

2

θθ  ++
−+−

=  …(3-15) 

 

SlCl
m

CFSCFFSF
y

L

eyexby
b

2
0101

2

θθ  ++
−+−

=  …(3-16) 

式(3-15)，(3-16)を Fbx，Fby について解くと以下の式(3-17)，(3-18)を得る． 
 

)( 2
01

2 CSlmmxCSFSFFCF LLbeyexbx θθ  +−++−=  …(3-17) 

 

)( 2
01

2 CSlmmyCFSCFFSF LLbeyexby θθ  −+++−=  …(3-18) 

 
この式(3-17)，(3-18)をベース側リンクへの入力となるベース反力とする．図 3-4 に示す

モデルを回転に関する運動方程式を立てたものを式(3-19)に示す． 
 

SSLL

bbexeyeb

IdmIlm
gCmlyCmlxSmldSFdCF

+++

−−+−++
=

22
01

010101 
 ττ

θ  …(3-19) 

 
式(3-19)をτb について解いたものを式(3-20)に示す． 
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))(()()( 01
22

01 gcSxCydmlmCFSFdmdImlI bbSLeyexeSSLLb +−++−+−+++=  τθτ  

 …(3-20) 
 
この式(3-20)をベース側リンクへの入力となるベーストルクとする．続いて，先端変位を

式(3-21)，(3-22)に示す． 
 

dCxx be +=  …(3-21) 

 

dSyy be +=  …(3-22) 

 
式(2-21)，(2-22)を二回微分したものを式(3-23)，(3-24)に示す． 
 

SdCdSdCdxx be θθθ  −−−+= 22  …(3-23) 

 

CdSdCdSdyy be θθθ  +−++= 22  …(3-24) 

式(3-23)，(3-24)を行列形式でまとめたものを式(3-25)に示す． 
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θθθ
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 …(3-25) 

上記の式(3-25)を先端側のリンクに入力する先端加速度とする．式(3-14)，(3-17)，(3-18)，
(3-20)，(3-25)を図 3-5 に示す形に連結したものを直動リンクの順動力学モデルとする． 
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図 3-9 順動力学モデルのブロック線図(直動ジョイントの場合) 

 
(ii-b) 逆ダイナミクスモデルの導出 

ここでは，入力を bx ， by ，Fe， τe， d 出力を ex ， ey ，Fb，F， τb とする．リンクへの

入力のうち， d が自ら定義する値， bx ， by ，Fe， τe が前後のリンクからの入力となる．

また， ex ， ey ，Fb， τb は先端側リンクへの入力となる．式(3-6)を F について解いたもの

を式(3-26)に示す． 
 

( ) SFCFmdSyCxdF eyexSbb −−−++= 2θ  …(3-26) 

 
式(3-17)，(3-18)，(3-20)，(3-23)，(3-24)，(3-25)を図 3-10 に示す形に連結したものを直

動ジョイントの逆動力学モデルとする． 

 
図 3-10  逆動力学モデルのブロック線図(直動ジョイントの場合) 
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3.2.3 実験装置台 
モジュールを動作させるための動作平面となる装置台を作成した．図 3-18 に制作した装

置台の外観を示す． 

 
図 3-18 実験装置台 

 
平板の材質は，摩擦を小さくするためにテフロンを用いた．テフロンの詳細な物性は末

尾の付録 3 に示す．MISUMI(株)製のアルミフレームを格子状に組んで骨組みとし，強度お

よび平面度を確保するためにアクリル板を天板とし，その上にテフロンの板を固定する構

造とした．また，モジュールを取り付けるアタッチメントポイントをアルミフレーム側面

に固定できる構造とし，4 辺の自由な位置にジョイントモジュールを固定できるようにした．

天板となるテフロン板はサイズを 1.5m 四方とした．ジョイントモジュールに対して，非常

に大きなサイズとしたのは，将来的にモジュールを長く連結することを考慮したためであ

る． 
 

3.2.4 DSP ボード 
2 章のコンセプトで述べた並列計算を可能とするため，制御用の DSP ボードとして CPU

毎の並列計算が可能な，エー・アンド・デイ(株)の AD-PROCYON(AD5445-M)を採用した．

図 3-19 に AD-PROCYON の外観を示す．また，図 20 に，実際に計算を行う CPU ボード

の内部アーキテクチャを示す． 
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図 3-19 AD-PROXION 概観 

 

 
図 3-20 AD=PROXION，CPU ボード内部アーキテクチャ 

 
AD-PROXION の CPU ボードは，各 CPU 同士が Hyper TransportTM によって並列接続

されており，各 CPU から並列に IO への入力を行う事や，CPU 間でやりとりをしながらの

並列計算が可能となっている．この CPU 間の接続を 2 章のコンセプトで述べたモデル間の

接続に見立てることで，1CPU の扱うモデルの量を 1 モデルにする．また，各 CPU から I/O
へ接続があるため，モジュールに対して分散制御や階層制御への応用も容易になると考え

られる． 
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3.2.5 実験装置の構成 
図 3-21 に実験装置概観図を示す．PC から DSP ボードに司令値を入力し，DSP ボード

からモータドライバへ指示を行う．ポテンショメータやエンコーダの検出値を DSP ボード

へフィードバックし，制御を行う．DSP ボード内部に，モジュール化されたソフトウェア

モジュールが入っており，それぞれ制御に利用される．モータ，モータドライバ，ポテン

ショメータ，電源装置，DSP ボードの仕様表は末尾の付録に示す． 
 

 
Fig.3-21 実験装置構成概要 
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3.3 シミュレーション上での検証 
製作したモデルおよび実験装置をシミュレーション上で検証した．この節では以下のシ

ミュレーションを行っている． 
 

(i) モデルの妥当性の検証 
製作したモデルが，従来のモデルと等価となっているかを，ダイナミクスモデルの応答

の比較によって検証した． 
 
(ii) 計算負荷の検証 
並列計算によって実際に計算負荷を軽減できているかを，動力学シミュレーションの計

算時間を比較することによって検証した． 
 
(iii) 制御での有効性の検証 
偏差制御器と逆モデルを用いた二自由度制御系を用いて，モデルを制御で利用可能かを

検証した． 
 
各シミュレーションについて以下にそれぞれ述べる 
 

3.3.1 モデルの妥当性の検証 
(i) シミュレーション条件 
製作したダイナミクスモデルの妥当性を検証するために，2 種類の動力学シミュレーショ

ンを行った．回転ジョイントリンクを二つつないだ二重振り子を，製作したモジュールモ

デルの連結と，従来手法として広く利用されているラグランジュ法によってそれぞれモデ

ル化を行い，それぞれ 1G 環境下で自由振動させてその応答を比較した．シミュレーション

内容の模式図を図 3-22 に示す 

 
図 3-22 シミュレーション内容模式図 
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振り子は水平状態を初期状態として，1G 環境下で 10 秒間の自由振動を行った．サンプ

リング周波数は 1000[Hz]とした． 
 

(ii) シミュレーション結果 
シミュレーションの結果得られた各関節角度の時刻歴応答を図 3-23 に示す．  

 
図 3-23 モジュールモデルと全体モデルの動作の比較 

 
図 2-23 中の赤と青の実線は提案手法によるモデルの応答，マゼンタとシアンの破線が従

来手法の応答を示している．角度の時刻暦応答が完全に一致したため，提案するモデルが，

従来手法によってモデル化を行なったモデルと等価であることが確認出来た． 
 

3.3.2 計算負荷の検証 
(i) シミュレーション条件 
並列計算によって実際に計算負荷を軽減できる事を確認するために，モジュールモデル

の接続によって製作したモデルと，3.3.1 と同様にラグランジュ法によって製作したモデル

をそれぞれ複数用意し，計算時間の変化を比較した．図 3-24 に製作したモデルを示す． 
 

 
図 3-24 製作したマルチリンクモデル 
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二重振子，三重振子，四重振子を提案手法とラグランジュ法でそれぞれモデル化を行っ

た．各モデルを，AD-PROXION 上で，3.3.1 と同様の条件でシミュレーションを行い，シ

ミュレーション終了までの時間の比較を行った．このとき，モジュールモデルの方では，

各モデルを CPU ごとに振り分けている．この条件でそれぞれシミュレーションを行い，計

算時間を比較した．各シミュレーションは同条件で 10 回ずつ行い，最短時間と最長時間を

排除したうえで平均値を求めた． 
 

(ii) シミュレーション結果 
それぞれのシミュレーション時間の比較を，表 3-3 に示す． 
 

Table 3-3   Comparison of calculation time 

Number of links 2 3 4 

Module model 0.0384[s] 0.0515[s]  0.0657[s] 

Lagrangian model 0.0215[s] 0.0554[s] 0.1300[s] 

 
表 3-3 を見ると，2 リンクの場合ラグランジュモデルの計算時間の方が短いが，3 リンク

でほぼ同じ計算時間となり，4 リンクでは提案手法の計算時間の方が短くなるという結果と

なった．ラグランジュ法によるモデルは，動力学計算の際，リンクの自由度を n とすると，

n の 4 乗で必要な計算量が増加することが知られている[12(1)]．それに対し，表 3-3 の結果

では，提案する手法では n の 1 乗で計算量が増加していることが読み取れる．この結果か

ら，特に大きな自由度をモデルにおいて，提案手法による計算負荷の軽減が有効に機能す

ると考えられる． 
 

3.3.3 制御での有効性の検証 
(i) シミュレーション条件 
制作したソフトウェアモジュールを実際に連結して多体システムを構成し，動作制御を

行うシミュレーションを行った．対象としたモデルの模式図を図 3-25 に示す． 
 

 
図 3-25 対象となるロボットの模式図 

 
図 3-8 に示すロボットアームを用いて，アーム先端で円を描く軌跡をなぞる動作のシミュ
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レーションを行なった．動作時間は 10 秒間で，動作の始点と終点で加速度が 0 になる動作

を入力した．また，図 3-26 に使用した制御則のブロック線図を示す． 
 

 
図 3-26 制御手法のブロック線図 

 
図 3-26 中の，P-1，P はそれぞれ対象となるロボットアームの逆動力学モデル，順動力学

モデルとなる．ここでは，順動力学モデルが制御対象であるプラントとなる．逆動力学モ

デルによって必要トルクを求め，誤差を PID 制御によって補正する，二自由度制御系を構

築した．本シミュレーションでは，逆動力学モデルと順動力学モデルを提案するソフトウ

ェアモジュールの連結によって得た．また，逆動力学モデルの結果に誤差を生じさせるた

めに，順動力学モデルには全てのパラメータに+10%の誤差を与えた．比較対象として，逆

動力学モデルのみを用いた場合と，PID 制御のみを用いた場合のシミュレーションも同時

に行なった． 
 

(ii) シミュレーション結果 
シミュレーションの結果得られた，先端軌跡，直動ジョイント伸縮量，回転ジョイント

回転角度の時刻歴応答をそれぞれ図 3-27，3-28 に示す． 

 
図 3-27 アームの先端軌跡 
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図 3-28 各関節角度，伸縮量の時刻歴応答 
 
図 3-27，3-28 において，黒い実線が目標値，赤い破線が逆動力学モデルと PID 制御を連

携させた場合の結果，緑の破線が PID 制御のみを用いた場合の結果，青の破線が逆動力学

モデルのみを用いた場合の結果をそれぞれ示している．図 3-10，3-11 の結果から，逆モデ

ルと PID を連携させることで，いずれかのみの制御を行った場合よりも目標値の追従特性

が向上することが確認できた．この結果から，提案するソフトウェアモジュールがモデル

ベース制御に利用できることが確認できた． 
 

3.4 3 章まとめ 
本章では，提案コンセプトを検証するための実験装置およびソフトウェアモジュールの

作成を行い，シミュレーションによって機能の検証を行った．4 章，5 章では実際に提案コ

ンセプトを用いて，動作制御器，動作生成器のデザインを行い，実験，およびシミュレー

ションで検証を行う． 
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4 章 提案コンセプトを用いた制御器のデザイン 
4.1 従来の動作制御器 
多体システムによって構成されるロボットは，リンクの発生させる遠心力やコリオリ力

によって，関節に非線形の外乱が発生する．特に高速度領域では，非線形要素の影響が強

くなり，従来の PD 制御や PID 制御では，十分なパフォーマンスが得られないことが多い

[13]．このようなロボットの制御では，モデルベース制御が有効であることが知られている

[14]．文献[14]では，PD 制御といくつかのモデルベース制御の比較を行い，モデルベース

制御の有効性が実験的に検証されている．代表的なモデルベース制御の例として，計算ト

ルク法が挙げられる[12(2)]．この手法は，検出したロボットの動作を逆ダイナミクスモデ

ルに入力し，遠心力やコリオリ力，摩擦力といった非線形要素を計算しトルクの補正を行

う．モデルベース制御の多くが，非線形要素の補正に対象の逆ダイナミクスモデルを利用

している．また，ロボットの運動制御は運動生成の側面を持つことも多い．複雑な構造を

持つ多体システムを対象として，指令値の段階で最適な量を与えることは難しい．そこで，

制御を行う課程で，最適な動作へと変更する制御手法も提案されている．たとえば，ロボ

ットの運動性能はアクチュエータに強く依存しているが，ロボットのダイナミクスを利用

することで，アクチュエータ負荷を軽減し高い運動性能を実現する手法の研究も行われて

いる[15]．國吉らは身体の動特性を利用する事で動的な起き上がり動作を等身大ヒューマノ

イドで実現している[16]．また，Arisumi らは全身動作を利用することで，重量物を動的に

持ち上げることに成功している[17]．Konno らは全身の動作を連鎖させることで，手先に

瞬間的に大きな力を発生させている[18]．Senoo らはコリオリ力や遠心力を利用する事で，

投球動作を実現している[19]．これらの動作パターンの生成には，多体システムの運動方程

式における，遠心力・コリオリ力項や重力項が利用されている[15]．また，接触回避制御な

ども動作生成の側面を持つ． 
 
4.2 ポテンシャル法による接触回避制御 
本論分では，モジュール化の容易な制御器として，ポテンシャル法を用いた接触回避制

御に着目した．ポテンシャル法とは，リスクなどを高度として定義した空間内で，斜面か

ら受ける仮想外力を利用して，軌道生成や接触回避を行う制御手法の一つである

[21][22][23][24][25][26]．図 4-1 にポテンシャル法の模式図を示す 
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図 4-1 ポテンシャル法の模式図 

 
図 4-1 中のポテンシャルの高い場所は障害物などのリスクを表現している．一方，ポテン

シャルの低い場所は目標値などを表現している．リスクや目標を重ね合わせた空間内で，

ポテンシャルを偏微分した斜面の方向や斜面から受ける斥力，流れる流体の流線等を利用

することで障害物回避や軌道生成を行う． 
ポテンシャル場を表すポテンシャル関数はスカラーであるため次のような式となる． 

 

( ) ( ) ( )qqq goalobstacle UUU +=  …(4-1) 

 
式(4-1)の q は制御対象の座標，ポテンシャル関数 Uobstacleは障害物に設置した斥力ポテン

シャル場，ポテンシャル関数 Ugoal は目的地に設置した引力ポテンシャル場， ポテンシャ

ル関数 U は斥力ポテンシャル場と引力ポテンシャル場を足し合わせたものとする． 
制御対象に働く力はポテンシャル場の勾配に応じて決定されるから，次のような式で表

される． 
 

goalobstacle FFF +=  …(4-2) 

 
ただし，式(4-2)の Fobstacleと Fgoalは式(4-3)とする． 

 

Potential function of obstacles 

Potential function of destination 

Repulsion corresponding to the gradient 

Attraction corresponding 
to the gradient 

Goal 
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( )

( )qF

qF

goalgoal

obstacleobstacle

U

U

−∇=

−∇=
 (4-3) 

 
式(4-2),(4-3)の Fobstacleは障害物の斥力ポテンシャル場から制御対象が受ける力， Fgoalは

目的地の引力ポテンシャル場から制御対象が受ける力，F は全体のポテンシャル場から制御

対象が受ける力を表す．ポテンシャル法は，この F を利用することにって，容易に複数の

要件を考慮した経路が生成できる． 
ポテンシャル法は式(4-2),(4-3)からも分かる通り，各ポテンシャル場から受ける力の独立

性が高い．そのため，2 章で提案したモジュール化の概念とも相性がいいと考えられる．そ

こで本節では，ポテンシャル関数をソフトウェアモジュールとしてハードウェアに付与し，

接触回避を目的とした制御器の構成と検証を行う．ポテンシャル法を用いた接触回避には，

オフラインの計算によって，あらかじめ接触の発生しない動作目標値を生成しておくアプ

ローチと，オンラインでリアルタイムに対象の動作に干渉し，接触を回避するアプローチ

が存在する．本節では後者の制御器の設計を行う． 
 

4.3 制御器設計 
本節では，二本のロボットアームの接触回避を目的とした制御器の設計を目指す．設計

する制御器のブロック線図を図 4-2 に示す． 

 

図 4-2 障害物回避制御器のブロック線図 
 
図 4-2 中の P は制御対象，P-1は対象の逆モデル，を示している．制御対象 P は，斥力ポ

テンシャル場から外力を受けることで，障害物との接触を回避する．その状態で 3 章のシ

ミュレーションで有効性の確認された 2 自由度制御系用いて動作を制御し，最終目標地ま

での移動を行う．ユーザーの与える目標値θrは，接触を考慮しない動作となっている．また，

偏差制御器を利用するため，偏差の拡大を防ぐための動作生成器を通してから目標値とし
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て制御対象に入力される．図 4-2 の中で，斥力ポテンシャル場，逆ダイナミクスモデル P-1

を，ソフトウェアモジュールとする．図 4-2 に示すように，本研究では目標値への追従を，

偏差制御器によって行うため，ポテンシャル場は斥力ポテンシャルを与えるもののみを使

用する．また，制御対象は，回転ジョイントモジュールを複数連結したマルチリンクアー

ムとした．本節では，斥力ポテンシャル場の設計と，目標値生成機の設計を行う． 
 

4.3.1 ポテンシャル空間の定義 
(i) 幾何学モデルの再定義 
ポテンシャル場の仮想斥力による接触回避制御の場合，ポテンシャル空間の形状は重要

な要素となる．対象の形状に対してポテンシャル空間が小さければ接触のリスクが上昇し，

大きすぎる場合は不必要に動作を阻害することとなる．ポテンシャル空間の形状を適切に

設定するために，リンク形状を図 4-3 に示す形で再定義した． 
 

 
図 4-3 回転リンクジョイントの形状定義． 

 
3 章で製作した回転ジョイントのソフトウェアモジュールは，形状に関しては長さのパラ

メータのみを持つ棒状のモデルだったが，そのままでは適切にハードウェアの形状を想定

できないため，幅のパラメータを追加で定義し，長方形のモデルとした． 
 

(ii) ポテンシャル場の形状 
ポテンシャル場の形状として多く見られるのは，対象を中心として円形や楕円系にポテ

ンシャル場が広がるものである．図 4-4(a),(b)に模式図を示す．(a)が円形のポテンシャル場，

(b)が楕円形のポテンシャル場を示している． 

 
(a)                      (b) 

図 4-4 よく利用されるポテンシャル場の形状 
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円形や楕円形のポテンシャル場は，円形の場合図形の中心からの距離，楕円形の場合は 2

点からの距離の合計値情報のみがあれば，ポテンシャル場の高さを定義することが出来る．

必要な計算量が少なくてすむため，ポテンシャル場の定義方法としてよく利用されている．

しかし，円形または楕円形でポテンシャル場を定義すると，頂点部分付近のポテンシャル

場は低く，辺の中心付近のポテンシャル場は高くなってしまうため，動作の阻害や接触リ

スクの上昇が発生してしまう．そこで本論分では，図 4-5 に示すように，対象の形状に沿っ

たポテンシャル場を採用する． 
 

 

図 4-5 形状に沿ったポテンシャル場 
 
図 4-5 に示す形状のポテンシャル場は，ポテンシャルの高さを定義するとき，対象の全て

の辺や頂点を想定する必要がある．そのため，円形や楕円形のポテンシャル場に比べて，

必要な計算量が増加してしまうという問題がある．しかし，本論分では複雑なダイナミク

スを持つ多体システムの接触回避を制御の目的とするので，ポテンシャル場の形状を優先

した． 
 

(iii) 外力位置の定義 
ポテンシャル場による仮想斥力の作用は，斥力を受ける物体の中心に対して行われるこ

とが多い．図 4-6 に模式図を示す． 
 

 
図 4-6 仮想斥力の受け方 

 
このような形で斥力を加えることで，制御対象がポテンシャル空間内のどこにあるかを

定義しやすくし，必要な計算量を少なくすることが出来る．しかし，このような斥力の与

 

 
F 
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え方では，制御対象の形状によって最適な斥力が定義できなくなる場合がある．模式図を

図 4-7 に示す． 
 

 

(a)                 (b) 
図 4-7 障害物との距離とポテンシャル斥力が一致しないケース 

 
図 4-7 の(a)と(b)は，制御対象と障害物との最短距離はほぼ同じとなっているが，中心位

置と障害物との最短距離が異なっている．そのため，(b)では，障害物から受けるポテンシ

ャル斥力が小さくなってしまっている．接触回避において重要なのは制御対象と障害物の

最短距離になるが，中心位置で距離を定義した場合，同一の距離でも姿勢によって受ける

斥力が変化してしまう場合がある．本論分では，制御対象全ての頂点を，斥力を加える位

置とすることで，常に最適な斥力が制御対象に加わるようにした．図 4-8 に模式図を示す． 
 

 
図 4-8 提案する斥力の印加方法 

 
図 4-8 に示すように，全ての頂点の位置を考慮することで，中心位置のみを考慮する場合

に比べて適したポテンシャル斥力の付与が可能となる．中心位置のみを考慮する場合と比

べて，受ける外力の導出に必要な計算量が増加してしまうが，(ii)と同様の理由で，より最

適な斥力が印加される方法を採用した．最終的なポテンシャル斥力の導出方法を図 4-9 に示

す 2 リンクのアーム同士の接触回避を想定して述べる． 
 

Obstacl

F 

Obstacl

F 

Obstacle 

F1 

F2 

F3 

F4 
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図 4-9 ポテンシャル斥力の導出方法 
 
2 本の 2 リンクロボットアームは，各アームのリンクが，リンク形状に沿った形のポテン

シャル場を有している．左のアームの点 C1に着目する．C1は回避対象である右アームのリ

ンクとの最短距離を導出し，距離に応じた大きさのポテンシャル斥力を受ける．ポテンシ

ャル斥力の導出を全てのリンクを対象に行い，最終的に C1が受ける力は，全てのポテンシ

ャル斥力の合力となる．この斥力の導出を，全てのリンクの全ての頂点で行う． 
 

(iv) 障害物と制御対象の距離の導出 
(ii)で採用した，対象の形状に沿ったポテンシャル場を定義する場合，従来手法では対象

の辺を，複数の点の集合とすることによって対応している．辺を構成する複数の点との最

短距離をそれぞれ求め，もっとも距離の小さかったものを擬似的に最短距離として利用し

ている．しかし，この手法は考慮すべき点の数が非常に増大してしまうため，計算量が莫

大になってしまう．本節の接触回避制御はリアルタイム制御を想定しているため，計算量

を減らすことの出来る距離の導出方法を提案する．提案する手法の最短距離の導出方法を，

頂点 ABCD によって定義された障害物と，制御対象の代表頂点 Q を用いて説明する．模式

図を図 4-10 に示す． 
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図 4-10 最短距離の導出方法(ケース 1) 
 
図 4-10 中の T は障害物と Q の距離が最短となる点，r は最短距離を示している．Q との

距離が最も小さい点を B とした場合，∠QBA を θ1，∠QBC を θ2とする．最短距離 r を求

めるために T がどの位置に有るかの判定を行っている．判定手順を以下に示す． 
 
①Q と ABCD の各頂点で，もっとも距離の小さいものを選ぶ．(図 4-10 の場合点 B) 
②θ1，θ2が鈍角か鋭角かを判定する．(図 4-10 の場合，θ1が鋭角，θ2が鈍角) 
③θ1，θ2が鈍角，鋭角という関係にある場合，点 T は必ず鋭角側の辺に存在する．(図 4-10

の場合，辺 AB 上) 
④T の存在する辺と Q との最短距離を求める． 
 
θ1，θ2の鈍角，鋭角の組み合わせによって，T がどの辺の上にあるかを決定することが出

来る．その他のケースを図 4-11，図 4-12 を用いて述べる 
 

 

図 4-11 最短距離の導出方法(ケース 2) 
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先ほどの②の判定において，θ1，θ2双方が鈍角だった場合，Q は図 4-11 に示す位置に存

在する．その時最短距離となる点は，自動的に頂点 B となる． 
 

 
図 4-12 最短距離の導出方法(ケース 3) 

 
仮にθ1，θ2双方が鋭角だった場合，Q は図 4-12 に示す位置にある．接触回避制御におい

て，このようなケースになった場合，すでに接触している状態にあるので，直ちに停止命

令が送られる． 
 

(v) ポテンシャル関数の定義． 
距離に応じたポテンシャル場の高さを定義するポテンシャル関数の設計を行う．図 4-13

のように障害物の座標 P を p = (px, py)，制御対象の座標 Q を q = (x, y)とする．また，QP
をベクトル r とする． 
 

 
図 4-13 障害物と制御対象の座標 

 
この時，本研究で使用するポテンシャル関数は以下の様に定義する． 
 

1θ 2θ
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D

B

C

Q
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( ) ( ) ( )qpqppq −⋅−−= ae
a
AU ,  …(4-4) 

 
ただし，式(4-4)中の A を斥力調整係数，a を勾配調整係数とする．この時 Q の受ける外

力 F の大きさは U の勾配となるため，式(4-5)に示す形になる． 
 

( ) ( )
( ) ( )

( ) ( )
( ) ( )
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F  …(4-5) 

 
ここで，Q と p の距離を r とすると，式(4-4)は以下の様に変化する． 
 

( ) ( ) ( )( )qpqp −⋅−== − re
a
ArU ar          …(4-6) 

 
また，ポテンシャル斥力 F の絶対値 F は，式(4-6)より以下のようになる． 
 

arAe
dr
dUF −=−=  …(4-7) 

 
式(4-6)，(4-7)のグラフを図 4-14，4-15 に示す． 

 

    
図 4-14 ポテンシャル場の形状    図 4-15 ポテンシャル斥力の変化 

 
図 4-14に示すように障害物と制御対象の距離 r が小さくなるほどポテンシャル関数U の

勾配が大きくなり，外力 F が大きくなる．その外力 F の変化を示したのが図 4-15 となる．

従来の手法では，ポテンシャル場を定義する式には反比例が含まれるものがよく使用され

F

Fa
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U

r0
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F

r0
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る．しかし，反比例を含む式は，距離が 0 近傍になった時に急激にポテンシャル勾配が大

きくなるため，実機に実装した際，不必要に大きな力が入力されてしまう場合がある．こ

のように，急激に大きな力を発生させると，制御対象に負荷をかけることになってしまう．

本論文で提案する関数は，ポテンシャル斥力の最大値を斥力調整係数 A によって発生する

斥力の最大値を自由に設定する事が出来るようになる．A を変化させた場合の斥力のグラフ

を図 4-16 に示す．A を大きくした場合緑の線の方向に，小さくした場合は青の線の方向に

グラフが移動する．また，F 軸とグラフの交点は常に A と等しくなる．A によって斥力の

最大値を決定した後，勾配の変化はαによって調整する事が出来る．αによるグラフの変化

を図 4-17 に示す．αを大きくすると緑の線の方向に，小さくすると青の線の方向にグラフ

が移動する． 
 

     
図 4-16 A によるグラフの変化     図 4-17 αによるグラフの変化 

 
(i)～(v)までに提案したポテンシャル場を実際に適用した場合のグラフを図 4-18 に示す． 

  
図 4-18 ポテンシャル場の形状 

 
黒い線が障害物の形状，赤～青の線がポテンシャルの高さを示している．ポテンシャル

の高さは赤，黄，緑，青の順で低くなっていく． 
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(vi) 相対速度の考慮 
固定されたポテンシャル関数による接触回避は，制御対象がどのような状態でも与えら

れる斥力が同じになるという問題がある．アームの接近速度が大きくなった場合，接触の

リスクが上昇してしまうため，ポテンシャル斥力も大きくする必要がある．しかし，すで

に述べたとおり，大きすぎるポテンシャル斥力は動作を阻害する事にもつながる．そこで，

本論文では，制御対象と障害物間の相対速度に応じて，斥力が変動するポテンシャル場を

提案する．変動するポテンシャル場の模式図を図 4-19(a),(b)に示す． 

 

(a)                      (b) 
図 4-19 変動するポテンシャル場 

 
図 4-19 は二本のアームがお互いに接触回避する状況を想定している．図 4-19(a)に示すよ

うに，アーム同士が接近する場合は，ポテンシャル場が大きくなり，図 4-19(b)に示すよう

に，離れる場合はポテンシャル場が小さくなる．このように，接触リスクの大きくなる接

近時のみポテンシャル場を大きくする事で，リスクを低減する．接触リスクが低くなる時

はポテンシャル場を小さくする事で動作の阻害が発生する事を防ぐ．また，相対速度を使

用する事で，図 4-20 に示すように，アームが同方向に移動している際は，ポテンシャル場

を小さいままに保つことができる． 

 
図 4-20 同方向にアームが運動する場合 
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提案する変動ポテンシャル場では，式(4-6)の斥力調整係数を以下の式(4-8)に示す形で変

動させる． 
 

( ) ( )

( )







≤=

<+=

r

rr

vBA

vvcBA

0                     

0        1
 …(4-8) 

 
式(4-8)において B を斥力調整係数 A の最低値，c を相対速度の重み係数，vrを相対速度

とする．vr はアームが接近する方向を正としている．アームが接近する場合は相対速度に

応じて斥力調整係数 A が増大し，相対速度が 0，またはアームが離れる場合は，A が最低

値として設定した値 B となる．このように変動させることで，接近時はポテンシャル斥力

が大きくなる事で，接触リスクを低減し，それ以外の時は斥力が小さくなることで動作の

阻害を防ぐ． 
 

4.3.2 過度な偏差拡大の抑制 
本節で提案する接触回避制御器は，目標動作の達成に偏差制御器である PID 制御器を使

用している．しかし，接触回避制御は，ポテンシャル斥力によって動作が変化する事を前

提としているため，従来の目標動作との偏差が開きやすく，過度な入力が発生しやすい．

図 4-21 に模式図を示す． 
 

 
図 4-21 ポテンシャル場による偏差の拡大． 

 
 
図 4-21 中の，黒丸に繋がる黒実線は，動作中のリンクを示しており，赤丸に繋がる赤破
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線は，動作中のリンク目標位置を示している．実際のリンクはポテンシャル場から斥力を

受けることで動作が変化するが，目標位置はポテンシャル斥力の影響を受けないため，そ

のまま動作してしまう．そのため，ポテンシャル斥力が無い場合に比べると，偏差が拡大

しやすく，偏差制御器からの出力も大きくなりやすい．プラントへの大きな制御入力は，

オーバーシュートなど動作上の問題をおこしやすいため，制御入力が拡大する事を防ぐ必

要がある．最も簡単な手法は，制御入力に対してサチレーションをかけることで，入力の

最大値を決定してしまう事である．しかし，この方法では，入力が不連続となってしまう

ため，動作への悪影響が考えられる．そこで，本論文では，滑らかに偏差の拡大を防ぐた

めの手法を提案する． 
 

(i) 入力の定義 
一般的に，ロボットアームの動作生成には始点と終点および移動時間を指定し，始点と

終点を滑らかに結ぶために多項式で補間するという方法が用いられている[19], [20 小川君

のやつ]．例えば，始点 x0，終点 xfが与えられたとき，その間を時間の多項式で補間する際

の境界条件が（n + 1）個あるとする．この条件を満たす多項式は，次のような n 次多項式

になる． 
 

( ) n
ntatataatx ++++= 2

210  …(4-9) 

 
本研究では，位置，速度，加速度を連続な入力としたいので，境界条件は以下のように

なる． 
 

( ) ( ) ( )
( ) ( ) ( )




===

===

0,  0,  
00,  00,  0 0

eeee txtxxtx
xxxx




　最終条件：　

　初期条件：　
 …(4-10) 

 
ただし，式（2.10）の初期条件の時間を 0，最終条件の時間を te，始点の位置を x0，終点

の位置を xeとする．境界条件は 6 つであるから多項式は 5 次となる．したがって，式(4-9)
は以下に示す形となる 

 
( ) 5

5
4

4
3

3
2

210 tatatatataatx +++++=  …(4-11) 

 
式（2.10）と式（2.11）より，以下の式がそれぞれ導き出される． 
 

( ) 000 xax ==  …(4-12) 
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( ) 00 1 == ax  …(4-13) 

( ) 020 2 == ax  …(4-14) 

( ) eeeee xtatataxtx =+++= 5
5

4
4

3
30  …(4-15) 

( ) 0543 4
5

3
4

2
3 =++= eeee tatatatx  …(4-16) 

( ) 020126 3
5

2
43 =++= eeee tatatatx  …(4-17) 

 
式(4-15)～(4-17)より式(4-18)が求まる． 
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式(4-12)～(4-14),(4-18)より，式(4-11)は式(4-19)の形に変形する． 
 

( ) ( )
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00 61510
eee
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txxxtx  …(4-19) 

 
式(4-19)で t の変域は 0 から te までとなる．ここで，式（2.19）の変域を ts ≦ t ≦ te

とした場合，式(4-19)は式(4-20)に示す形になる． 
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式(4-20)に示す 5 次多項式を t による中間点の補間式として，目標値の生成に利用する． 
 

(ii) 偏差に応じた目標値の遅延 
過度な偏差拡大を抑える方法として，本論文では偏差に応じて目標値の進行速度を遅延

させて入力することを提案する．式(4-21)に目標角度の補間式と，遅延条件に付いて述べた
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式を示す． 
 

( ) ( )













+
∆+==





















−
−

+
−
−

−







−
−

−+=

− ed
tttt

tt
tt

tt
tt

tt
tt

t

nn

eee
e

1
1

61510

1

2

0

0

0

0

3

0

0
00 θθθθ

 …(4-21) 

 
ただし，式(4-21)において，初期角度を θ0，最終角度を θf，開始時間を t0，終了時間を

tf，サンプリング時間を Δt，目標値との誤差を e，誤差の重み係数を d とする．また，∆t
はシミュレーションのサンプリング周波数を示している．関数θの変数 t は式(4-21)下の式

によって定義されており，偏差 e が拡大すると，tnと tn-1の間隔が狭くなり，θの進行速度

が遅くなる．これにより，ポテンシャル斥力で制御対象の動作が変動して偏差が拡大した

とき，それ以上の拡大が発生する事を回避する．この目標値の変更方法を，以後偏差抑制

入力と呼ぶ． 
 

(iii) シミュレーション上での検証 
式(4-21)の偏差抑制入力を用いて，実際に目標値の生成をシミュレーション上で行ってみ

た．初期位置を 0，目標位置を 1 とし，2 秒時点から 5 秒時点までの間に滑らかに移動する

動作を生成する．この時，図 4-22 に示す形で 3～5 秒の間に偏差を与え，生成された動作

が遅延する事を確認した．実際に生成された動作を図 4-23 に示す．また，遅延量を分かり

やすくするために，式(4-20)による，遅延の発生しない動作の生成も同時に行った． 

  
図 4-22 仮想偏差          図 4-23 生成された目標値 

 
図 4-23 で赤の実戦が遅延の無い動作，青の実戦が遅延した動作を示している．また，マ

ゼンタの領域は偏差が発生した時間帯を示している．シミュレーションの結果，偏差発生

時に遅延が発生し，偏差がそれ以上拡大する事を防いでいることが確認できた． 
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4.4 2 リンクアームにおける衝突回避制御実験 
4.3 節で設計した変動ポテンシャル場，偏差抑制入力を用いて，実際に衝突回避の制御実

験を行った．制御対象は 2 リンクのロボットアーム 2 本とし，わざと接触が発生する動作

を目標値として入力し，衝突が回避される形に動作が変化する事を確認する．また，変動

ポテンシャル，偏差抑制入力の効果を確認するために，従来の固定ポテンシャル場のみを

利用した場合と，片方のみを使用した場合の制御も同時に行い．結果の比較を行う． 
 

4.4.1 実験条件 
実験時の動作目標を図 4-24 に示す． 
 

 
図 4-24 動作目標 

 
2 本のロボットアームを，交差させる形で動作させる．安全のため，左側のアームは仮想

的なモデルとした．また，ポテンシャル斥力の影響を観測しやすくするためと，ローカル

ミニマによる動作の停滞を回避するために，仮想モデルのアームはポテンシャル斥力の影

響を受けないものとする． 
 

4.4.2 実験結果・考察 
(i) 動作のプロット 
図 4-25 に変動ポテンシャル，偏差抑制入力を用いた場合の実験結果の動作の様子を示す．

図 4-25(a)(b)(c)(d)の各グラフは，実験の結果得られた，仮想モデルの関節角度時刻歴と，

実機の関節角度時刻歴のデータから，動作の様子をプロットしたものである．(a)は動作の

開始時，(d)は動作の終了時の様子を示しており，(b)，(c)は動作中の様子を示している．左

側のアームが仮想モデル，右側のアームが実験装置の応答からプロットされている．(c)，(d)
のアームは，色が濃くなるほど，終了時間に近い時刻の姿勢を示している． 
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  (a)  t = 0 [s]           (b)  t = 0.8, 1.3, 1.7 [s] 

 

  
      (c)  t = 1.9, 2.3, 2.8 [s]            (d)  t = 4 [s] 

図 4-25 動作中の様子 
 
図 4-25 の結果から，接触を回避しながら，目標位置までアームを動作させることに成功

していることが確認できた． 
 

(ii) アーム間最短距離による考察． 
従来の固定されたポテンシャル場，変動ポテンシャル場，偏差抑制入力，全提案手法を

用いた場合の各結果を比較するために，アーム間最短距離による比較を行った．最短距離

は，代表点として，アーム先端内側の点からの距離の時刻歴を求めた．図 4-26 にグラフを

示す． 
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図 4-26 アーム間最短距離の時刻歴応答 

 
図 4-26 は，右アーム先端内側の頂点から，回避対象である左アームのいずれかのリンク

までの最短距離の時刻歴応答を示している．値が大きいほどアーム間の距離が維持されて

いることを示している．赤い実線は従来のポテンシャル場，緑の実戦が変動ポテンシャル

場，水色の実戦が偏差抑制入力，青の実戦が提案手法を複合した場合の結果をそれぞれ示

している．変動ポテンシャル場のみの動作では，従来手法と大きく変わらない結果となっ

た．これは，偏差の拡大による，偏差制御器からの制御入力の増大によって，ポテンシャ

ル場が変動した影響が相殺されてしまったためだと考えられる．偏差抑制入力のみを使用

した結果では，偏差の拡大が抑制された結果，最も接近した場合の距離が改善した．また，

目標値が遅延した結果，動作の終了時刻が従来手法や変動ポテンシャル場のみの結果と比

べて 1 秒ほど遅くなった．また，提案手法を複合した制御器の結果では，他の全ての結果

と比べて，最も接近した際の距離が改善された．単一では効果が確認できなかった変動ポ

テンシャル場が，偏差の拡大が抑制されたことで効果が確認しやすくなったことが，この

ような結果となった原因だと考えられる． 
 

(iii) アーム先端速さによる考察． 
核実験の結果得られた，アーム先端の速さの変化の時刻歴応答を図 4-27 に示す．ただし，

図 4-27 中の黒い実線は，ポテンシャル斥力の影響が無かった場合の先端速度の予定値を示

している． 
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図 4-27 アーム先端速さ 

 
各線の色は，図 4-26 の定義と同じである．アーム先端速度の結果でも，変動ポテンシャ

ル場のみの結果では，従来手法と大きな差は確認できなかった．偏差抑制入力のみの結果

では，発生した最大速度が従来手法の約半分となり，特に速度の抑制で有効に機能してい

ることが確認できた．また，複合制御器を用いた結果では，目標値が遅延したことも考慮

すると，本来の動作と比較して速度の定価しか発生しておらず，理想的な接触回避が行わ

れていることが確認できた． 
 

(iv) 終点との距離による考察 
図 4-28 に，アーム先端と，終点との距離の時刻歴応答のグラフを示す． 

 

図 4-28 アーム先端と終点との距離 
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図 4-28 において，各実線の色の定義は，図 4-27 と同じである．従来手法と，変動ポテ

ンシャル場のみを用いた結果では，制御をしなかった場合の結果よりも終点との距離が短

くなっている点が存在する．これは，アーム先端がオーバーシュートをおこしていたこと

を示している．一方，偏差抑制入力の結果や複合制御器の結果では，全ての時刻でオーバ

ーシュートの発生が抑制できていることが確認できた． 
 

4.5 4 章まとめ 
本章では，提案コンセプトを用いてポテンシャル法による障害物接触回避制御器のデザ

インを行い，実際に実験装置でその有効性を確認した．以下に成果をまとめる． 
 

(i) 制御器の設計 
滑らかな接触回避動作を実現するために，従来のポテンシャル法に変えて，以下の二種

類の制御手法を提案した． 
(i-a) 変動ポテンシャル場 
制御対象のもつ速度によって接触リスクが上昇する事を防ぐために，接近動作時のみポ

テンシャル場が増大する変動ポテンシャル場を提案し作成した． 
(i-b) 偏差抑制入力 
偏差制御を利用する場合の，偏差の過度な拡大を防ぐために，偏差発生時に目標値が遅

延する入力生成機を提案し作成した． 
 

(ii) 制御実験 
提案した二種類の障害物接触回避制御器を用いて，2 本のアームの接触回避制御実験を行

った．実験の結果，偏差抑制入力を用いることで，動作速度の増大やオーバーシュートの

抑制で効果が得られることが確認できた．変動ポテンシャル場のみを用いた結果では従来

手法と大きな差が得られなかったが，偏差抑制入力と組み合わせることによって，有効性

が得られることが確認できた． 
 
提案するコンセプトを用いて接触回避を目的とした制御器の設計を行い実験上で有効性

が確認できた．提案コンセプトが実際に制御器設計で利用できる可能性が確認できた． 
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5 章 提案コンセプトを用いた動作生成器のデザイン 
5.1 従来の動作生成手法とその課題 
高冗長性を持つ多関節ロボットに対する動作の生成手法としてこれまでに数多くの手法

が提案されている[27][28][29][30][31][32]．これらの手法は，大まかに運動学的アプローチ

と動力学アプローチに分類できる．どちらのアプローチでもヤコビ行列の疑似逆行列[27]
を導入し，その零空間を特定の評価指標によって最適になるように決定することで，冗長

性を解決する[28]．運動学的アプローチでは，可操作性[29]や，障害物回避[30]，等が評価

指標として利用され，ロボットの動作は関節角速度レベルで最適化される．また，動力学

的アプローチでは，トルクの二乗和[31]や，運度エネルギ[32]などが評価指標となり，ロボ

ット動作は関節角加速度レベルで最適化される．また，幾何学的アプローチとして，コン

フィギュレーション空間を用いた手法も古くから利用されている[33][34][35]．コンフィギ

ュレーション空間とはロボットの各関節角度を座標軸として定義された空間であり，空間

上の点はロボットの姿勢と対応し，実空間でロボットが取りえない姿勢をコンフィギュレ

ーション障害物として内包している．コンフィギュレーション障害物を避けながら初期姿

勢と目標姿勢をつなぐ軌跡を生成することでそれを動作とする．軌跡の生成にはポテンシ

ャル法[23][36]やルート探索[37 ][38]が利用される．ヤコビ行列を利用する手法は，疑似逆

行列や零空間の導出，適切な評価指標の設定といった手順が必要になる．これらの導出や

設定には高度な専門性が必要となる．また，末端部の軌跡などをあらかじめ設定しておく

必要がある．さらに，動作の拘束条件が増えると，動作の切り分けや評価指標の設定が困

難になっていく．コンフィギュレーション空間を利用する手法では，コンフィギュレーシ

ョン障害物の重ね合わせができるため，複数の動作条件を守ることは容易である．しかし

コンフィギュレーション空間の生成や経路探索において反復計算が必要であり，リアルタ

イムでの動作生成や，高自由度の対象には適用しにくいといった課題がある． 
 

5.2 順ダイナミクスモデルを用いた動作生成 
従来利用されてきた動作生成手法は，ヤコビ行列やコンフィギュレーション空間など，

ロボットがアセンブリされた状態にならないと作ることの出来ない要素が必要となるため，

提案するモジュール型のソフトウェアでは適用することが難しい．そこで，本論分では，

順ダイナミクスモデルに着目した．田川研究室では，順ダイナミクスのフィードバック制

御シミュレーションとその応答を利用した制御手法として，IDCS(Invers Dynamics 
Compensation via ‘Simulation of feedback control systems’)法が提案されている[39]．図

5-1 に手法の模式図を示す． 
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図 5-1 IDCS 法の模式図 
 
IDSC 法とは，シミュレーション空間上で，仮想的な制御対象をフィードバック制御し，

制御器から出力されたプラントへの入力を実際のプラントへ入力することによって，理想

的な入力を得るという手法である．図中の r は目標値，u はフィードバック制御器からのプ

ラントへの入力を示している．フィードバック制御によって，プラント出力 ys と r が一致

したとき，u は逆計算によって求めた入力とほぼ同じになると考えられる．その結果，シミ

ュレーション領域は疑似的に制御対象の逆モデルとして機能する．不連続性を有するなど，

逆モデルの生成が困難な対象の制御や，状態量のセンサリングが難しいために，フィード

バック制御の難しい対象の制御において成果を上げている[39][40]．本論文では，この手法

を動作生成に応用することを考えた．提案する動作生成器を図 5-2 に示す． 
 

 

図 5-2動作生成アルゴリズムのブロック線図 

 
IDCS 法では，シミュレーション空間内の制御器の出力を利用していたが，提案手法では

sPsC

Restriction 
condition

r
exexF τ,

Simulation space

rθ
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モデルの応答そのものを利用する．図中の r は動作の目標を示している．Restriction 
condition ブロックでは，対象の動作における拘束条件が定義されている．各関節角度の変

域や，トルクの上限，障害物との接触条件，または重心の位置などが定義されている．対

象のモデルの応答が，拘束条件の境界に近づいた場合，逆方向の外力トルクや外力が対象

のモデルに加わり，動作を拘束する．このように，拘束条件内に動作を制限された状態の

モデルで，フィードバック制御シミュレーションを実施することで，モデルの出力θr は拘束

条件を満たした動作になる．対象をロボットアームと仮定した場合の制御の模式図を図 5-3
に示す． 

 
図 5-3 順ダイナミクスモデルを利用した動作生成手法模式図 

 
対象をロボットアームと仮定すると，アーム先端の位置などが目標値として与えられる．

フィードバック制御によって青矢印で示された外力がアーム先端に加わり，アーム先端の

変位を目標位置まで移動させる．動作の途中に障害物などが接近した場合，反発力がアー

ムに加わることで，モデルの応答は障害物を回避した動作に変化する．最終的に，モデル

の応答を実機に対する目標値として利用する．このような手法を利用することで，以下の

ようなメリット・デメリットが発生すると考えられる． 
 
(i) メリット 
・冗長問題が発生しない 
モデルの応答を利用するため，ロボットの冗長性による不良設定問題が発生しない． 
・計算負荷が小さい 
ヤコビ行列の疑似逆行列や，ゼロ空間の導出，また，動作生成中の反復計算が不要であ

り，一回のフィードバック制御シミュレーションで動作を得ることが出来る． 
・複数の拘束条件を同時に考慮できる 
外力や外力トルクは重ね合わせが容易であるため，複数の拘束条件を考慮するのが容易

になる． 
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・ダイナミクスの考慮が容易 
ダイナミクスモデルの応答を利用しているため，ダイナミクスを考慮した動作の生成が

容易になる． 
 
(ii) デメリット 
・最適動作が生成される保証がない 
拘束条件を満たす動作は生成されるが，その動作が常に最適かどうかの保証を得ること

が出来ない． 
・拘束条件に関与しない冗長関節を一切考慮できない 
仮想外力に対する応答を利用しているため，仮想外力が加わらないリンクの動作を考慮

することが出来ない． 
 
提案手法のように，仮想的な外力を受ける順ダイナミクスモデルの応答を利用した動作

生成手法として，有本らの提案する「仮想バネ・ダンパ仮説」が挙げられる[41]．この手法

は，例えばロボットアームなどを対象とした場合，ロボットアームの順ダイナミクスモデ

ルを用意し，仮想空間上でアーム先端とその目標位置を仮想的なバネとダンパによって接

続し，動力学シミュレーションを行う．この仮想空間上でのシミュレーション動作の結果

を，実際のロボットの目標動作として利用する．同手法は，関本らによって実験でその有

効性が確認されている[42]．この手法は，冗長問題の解決のために提案された手法であるが，

本論分ではこの手法をさらに拡張し，制約条件の考慮も可能としている 
 
5.3 シミュレーション上での検証 
提案する手法を検証するために，実際に動作生成のシミュレーションを行った．動作生

成に利用するダイナミクスモデルは 3 章で制作した分割モデルを利用した．本シミュレー

ションでは多体システムの基本構造である，連続チェーンモデル，ツリーモデルに対して，

それぞれに複数の拘束条件を与えて動作生成を行った．また，ツリーモデルのアーム先端

位置の拘束によって，閉ループモデルが再現可能であることを検証した． 
 
5.3.1 連続チェーンモデルでの動作生成 
5.3.1.1 動作生成対象 
提案手法を検証するために，はじめに，連続チェーンのロボットアームに対して，アー

ム先端(以下，“手先”と呼ぶ)位置を目標位置まで移動させる動作の生成を行った．また，

複数の拘束条件が付与できることを確認するために，手先位置目標の他に転倒を回避する

ための重心位置の拘束を，新たな拘束条件として付与する．動作生成対象となる，連続チ

ェーンロボットとして，図 5-4(a)に示す 3 自由度のロボットアームを想定した．  
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(a)                    (b) 

図 5-4 対象となる連続チェーンロボット 
 

ロボットアームは，地面に固定されていない台座に取り付けられており，図 5-4(b)に示す

ように，姿勢によって転倒する可能性があるものとする．簡単化のために，全てのリンク

には同一のパラメータを与えた．リンクのパラメータを表 5-1 に示す． 
 

Table 5-1 Parameters of link 

Mass 1 [kg] 
Length 1 [m] 

position of 
center of gravity 

0.5 [m] 

Moment of inertia 1 [kg・m2] 
 

5.3.1.2 連続チェーンモデルの動作目標 
ここでは，以下に示す二つの条件を同時に満たす動作を生成する．また，各条件の模式

図を図 5-5(a)および図 5-5(b)に示す． 
 
(i)手先位置の移動 

ロボットアームの手先の座標を，図 5-5(a)中の赤点で示す初期座標 A(0,3)から，目標座標

B(-1,0)まで動かすことを動作の目標とする．このとき，動作中の手先の軌跡は設定せず，

制約条件を満たしながら目標座標 B まで到達することで目標達成とする． 
 
(ii)重心位置の拘束 

図 5-5(b)中の紫の点は，ロボットアームの重心位置を示している．転倒を回避するために，

重心位置の x 座標を台座の幅の範囲に拘束した．重心が移動できる範囲は図 5-5(b)中の点線

で挟まれた範囲のみとなり，それを動作の拘束条件とする． 
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  (a)                       (b) 
図 5-5 連続チェーンモデルの動作目標 

 
 
5.3.1.3 仮想外力の計算 
動作目標及び拘束条件を達成するための仮想的な外力の計算方法を以下に示す． 

 
(i) 手先位置の制御 
手先位置の制御には，仮想バネ・ダンパ仮説に基づいて目標位置方向への外力を加えた．

仮想バネ・ダンパ仮説では，初期姿勢時にバネが伸びた状態にあるため，初期入力外力が

大きくなってしまうという問題がある．文献[42]では，可変バネ・ダンパを用いることで初

期の外力入力が大きくなることを回避していた．本論文内では，目標地点を変動させるこ

とで，初期外力入力が大きくなることを回避する．図 5-6 に制御の概要を示す． 
 

 
図 5-6 手先への外力の計算 

 

A(0,3)

B(-1,0) x

y

Center of 
gravity

x

y

A(0,3)

B(-1,0)

Middle
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r
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最終的な目標点 B を中心とする円弧を定義し，円弧と手先位置との距離が最短となる点

を，動作中の目標点 C とする．円弧の初期半径 r0は初期点 A と目標点 B の距離に等しく，

半径を最終的に 0 にすることで，動作中の目標点 C と最終的な目標点 B が重なる．シミュ

レーション開始時，手先は円弧状にあるため初期偏差は 0 となり，初期外力入力も 0 にな

る．本シミュレーションでは，円弧半径は 10 秒間で 0 になるように与えた．半径の変動量

は 5 次多項式による補間によって定義した．使用した式を式(5-1)に示す． 
 





















+
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−=
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00 10156
eee t
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t
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t
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式中の r は円弧の半径，t は時間，teは最終時間を示している．この式は 4 章の式(4-20)

で求めた 5 次多項式による補間の式を用いている． 
 
(ii) 重心位置の拘束 
重心位置の拘束は，ポテンシャル法[24][25]に基づいて行う．重心位置が拘束領域の境界

に近づいた場合，ポテンシャル法によって計算された反発力がアームに加わることで重心

位置を逆方向へ動かす．使用した分割モデルは，関節部に力を入力することができるモデ

ルであるため，反発力は関節部に加えた．また，多体システムは一つのリンクに対して外

力を加えても重心の位置を制御できないため，全ての関節に対して反発力を加えた．外力

付与の模式図を図 5-7 に示す．また，使用したポテンシャル関数を式(5-2)に示す． 
 

 

図 5-7 重心位置の拘束 
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gravity

Fexh

Fexh

Fexh

x

y
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( ) ( )limlim xxxx GGGG eAeAU +−− += αα

αα
 …(5-2) 

 
式(5-2)は式(4-6)ポテンシャル関数を二つの境界に対して適用した式である．の式(4-6)と

同様に A は斥力調整係数，α は勾配調整係数を示している．Gxは重心の x 座標を，Gxlim は

Gx の変域の上限を示している．本シミュレーションでは，計算が発散することを防ぐため

に，境界上のポテンシャル勾配が有限になる関数を使用した．また，重心の移動速度が増

大することを防ぐために，仮想的な減衰を与えた．実際にロボットが受ける外力は以下の

式(5-3)に示す形になる． 
 

( ) ( )
xg

GGGG
exh GCAeAeF xxxx −−= +−− limlim αα  …(5-3) 

 
式(5-3)は式(5-2)を Gx で微分したものに，仮想的な減衰力を加えたものである．式(5-3)

中の Cg は仮想的な減衰係数を示している．本シミュレーションでの A，α，および Cg は，

試行錯誤的に値を決定した．各パラメータは A，α，Cgの順で決定した．それぞれ初期値を

1 とし，10 倍ずつ変化させ，滑らかな動作が生成できるパラメータを探した．実際に使用

した各パラメータを，表 5-2 に示す． 
 

Table 5-2 Simulation parameters 

A α Cg 

10 10 10 

 
5.3.1.4 動作生成結果・考察 
シミュレーションによって生成された動作を図 5-8(a)に示す．また，比較のために幾何学

的アプローチであるコンフィギュレーション空間を用いて動作を生成した結果を図 5-8(b)
に示す．図 5-8(a),(b)中の太線はロボットアームを示しており，色が濃くなるほど終点に近

い時刻の姿勢を示している．赤い点は手先の初期位置，緑の点は手先の目標位置，赤い破

線は重心を拘束した領域の境界をそれぞれ示している．青い破線は手先の軌跡，紫の実践

は重心位置の軌跡を示している．二つの結果から，どちらも重心位置を拘束領域に収めた

まま，手先を目標位置まで移動させる動作の生成に成功した． 
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  (a)                 (b) 
図 5-8 動作生成結果 

 
続いて，各結果の関節角度時刻歴とその時に必要となる関節トルク時刻歴の比較を行う．

まず，各関節角度，関節トルクの定義を図 5-9 に示す．また，関節角度時刻歴を図 5-10(a),(b)，
関節トルク時刻歴を図 5-11(a),(b)に示す．ただし，関節トルク時刻歴は，重力に対して姿勢

を維持するための要素が最大となってしまい，ダイナミクスを考慮した影響が確認しにく

くなってしまう．そのため，提案手法の有効性を確認しやすくするために，重力による影

響を排除したものを示す．それぞれの時刻歴応答は図 5-8 と同様に(a)が提案手法によって

生成した動作の結果，(b)がコンフィギュレーション空間を利用して生成した動作の結果を

示している． 
 

 

図 5-8 状態量の定義(連続チェーンモデル) 
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(a)                  (b) 
図 5-10 関節角度時刻歴応答 

 

(a)                  (b) 
図 5-11 関節トルク時刻歴応答 

 
図 5-10 の関節角度時刻歴の比較を見ると，特にθ3の動作が大きく異なっていることがわ

かる．これは，提案手法では手先に外力を加えて動作させることで，手先の軌跡が最短に

近づくような動作が生成されるのに対し，コンフィギュレーション空間を用いた手法では，

コンフィギュレーション空間内で最短に近い動作が生成されるために，各関節時刻歴は単

調増加や単調現象に近づくことが原因と考えられる．続いて，図 5-11 の関節トルク時刻歴

を見ると，図 5-11(a)の提案手法のトルク時刻歴から，開始時のトルクが 0 になっているた

め，中間目標点 C が想定通りに機能し，仮想バネ・ダンパ仮説の問題点を解消できている

ことが確認できた．また，図 5-11(b)のコンフィギュレーション空間を用いた結果では，8
秒時点で非常に大きなトルクが発生していることが確認できる．これはコンフィギュレー

ション空間を用いた手法は幾何学的アプローチであり，対象のダイナミクスを考慮できな

いために，実現性の低い動作を生成してしまったことが原因であると考えられる．図 5-11(a)
の提案手法による結果では全時間で関節トルクが±1 [Nm]以内に収まっており，ダイナミ

クスモデルを利用することの有効性が確認できた．しかし，動作終了時間として想定した
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10 秒時点の各時刻歴を見ると．図 5-10(a)の提案手法の関節角度時刻歴では動作が終了して

おらず，やや遅れていることがわかる．それに対して，図 5-11(a)のトルク時刻歴を見ると，

10 秒以降トルクはほぼ発生していない．これは，終点付近で目標点と手先位置の偏差が小

さくなったことで，仮想的なバネによる外力が小さくなったことが原因と考えられる．こ

れについては，バネやダンパを大きくすることや，弱い積分補償を利用することで対処が

可能である．このシミュレーション結果から，仮想的な外力が，手先位置の制御のほかに，

拘束条件を満たすうえでも機能することが確認でき，冗長性を有する多体システムの動作

生成に有効であることが示された． 
 

5.3.2 ツリー構造での動作生成 
5.3.2.1 動作生成対象 
双腕ロボットに代表される，複数の枝分かれを持つツリー構造のロボットでは，全ての

肢が目標値を与えられるとは限らない．目標値を持たない肢を，動作の拘束条件を満たす

ことに利用できるかを検証するために，ツリー構造のロボットに対して，5.3.1 と同様の検

証を行う．対象の模式図を図 5-12(a),(b)に示す．図 5-12(a)で示したロボットは，双腕ロボ

ットを想定している．このロボットも 5.3.1 で扱ったアーム同様に固定されていない台座に

取り付けられており，図 5-12(b)に示されるように，姿勢によって転倒する可能性があるも

のとする．各リンクのパラメータは 5.3.1 で扱ったリンクと同様の値を使用した．また，こ

のモデルも，2 章で提案した分割されたモデルを使用して構成する． 
 

         

(a)                      (b) 
図 5-12 対象となるツリー構造ロボット 

 
5.3.2.2 ツリー構造モデルの動作目標 
双腕ロボットの動作目標と拘束条件の模式図を図 5-13(a),(b)にそれぞれ示す．台座に接続

されたリンクを胴体とし，実線で示された腕を左腕，破線で示された腕を右腕とそれぞれ

定義する． 
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(a)                 (b) 

図 5-13 ツリー構造モデルの動作目標 
 

(i)左腕手先位置の移動 
図 5-13(a)中の赤点は双腕ロボット左腕の先端(左手先)の初期位置 A(-1，0)，緑の点は左

手先の目標位置 B(-1.7，0)を示している．左手先位置を，点 A から B まで移動させること

を双腕ロボットの動作目標とする．この時右腕は自由端とする．また，動作中の手先の軌

跡は設定せず，制約条件を満たしつつ最終的に目標座標 B にたどり着くことで目標達成と

する． 
 

(ii)重心位置の拘束 
図 5-13(b)中の紫の点は双腕ロボットの重心位置を示している．転倒を回避するために，

重心の x 軸方向の移動範囲を台座の幅に拘束する．5.3.1.2 の拘束条件と同様に，図 5-13(b)
中の破線で挟まれた範囲が重心の移動できる範囲となる． 

 
5.3.2.3 仮想外力の計算 
(i) 手先位置の制御 

5.3.1.3(i)のロボットアームの制御と同様に，仮想バネ・ダンパ仮説と，目標地点 B を中

心とし，収縮する円弧状の目標値を利用して制御する．本シミュレーションでも円弧半径

の初期値は初期姿勢A と目標地点B との距離に等しく，5 秒間で 0になるように設定する．

r の変動量は 3.1 同様に 5 次多項式による補間によって与えた． 
 

(ii) 重心位置の制御 
5.3.1.3(ii)と同様に，ロボット全体に加わる外力によって，重心の位置を制御した．重心

位置が拘束範囲の境界に近づくと，逆方向への外力がロボット全体に加わることで，重心

位置を制御する．外力の計算はポテンシャル法に基づいて行った．ポテンシャル関数は

5.3.1.3(ii)の式(2)と同様の式を用いた．また，5.3.1.3(ii)と同様に，重心の移動速度が増大す

ることを防ぐために，仮想的な減衰を加えた．このときのポテンシャル関数のパラメータ
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B(-1.7,0)
x

y

x
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や，仮想的な減衰の値は，5.3.1.3(ii)と同様の値を使用した． 
 

5.3.2.4 動作生成結果・考察 
生成された動作を図 5-14 に示す．図 5-14 中の太線は双腕ロボットを示しており，色が

濃くなるほど，終了時間に近い時刻の姿勢を示している．赤い点は左手先の初期位置，緑

の点は左手先の目標位置，赤い破線は重心を拘束した領域の境界をそれぞれ示している．

青い破線は左手先の軌跡，紫の実践は重心位置の軌跡を示している．図 5-14 の結果から，

重心位置を拘束領域内に保ちながら，左手先位置を目標位置まで移動させる動作の生成に

成功した．この時の各関節角度および各関節トルクの定義を図 5-15 に示す．また，各関節

角度の時刻歴と関節トルクの時刻歴を，それぞれ図 5-16，図 5-17 に示す．ただし，関節ト

ルクは，5.3.1.4 と同様の理由から，重力の影響を取り除いたものを示す． 
 

      
図 5-14 動作生成結果             図 5-15 状態量の定義 

 

   図 5-16 関節角度時刻歴応答     図 5-17 関節トルク時刻歴応答 
 
図 5-13 の結果から，目標を与えていない右腕が，重心位置を維持するために自動的に

動いていることが確認できる．図 5-16 の間接角度時刻暦からも，右腕と左腕がほぼ同時

に逆方向に動作することで，重心位置を維持しようとしていることが確認できる．図 17
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の間接トルク時刻暦を見ると，動作終了時間として想定した 5 秒以降に着目すると，目

標を達成した左腕は入力トルクがほぼ 0 になるのに対して，右腕は重心位置の維持のた

めにしばらくトルクが入力され続けていることが確認できる．これは，左腕への仮想外

力は手先を目標位置まで動かすための仮想バネ・ダンパ仮説に基づいて計算された要素

が支配的であったのに対し，右腕への仮想外力は，重心位置を維持するためのポテンシ

ャル法に基づいて計算された要素が支配的であったことが理由である．このように，目

的に応じた仮想外力によって，各腕の動作を同時に生成できることが確認できた．この

ことから，目標御を持たない自由な肢を利用する上でも，提案手法が有効であることが

確認できた． 
 

5.3.3 閉ループ構造での動作生成 
5.3.3.1 動作生成対象 
閉ループ構造は，パラレルリンク機構やモーションベースなどで利用されている構造

であり，一つのリンクを複数のアクチュエータで動作させるため，より大きな力で動作

させることが出来る．そのほか，単一の関節で構成した構造よりも，堅牢な構造が実現

できるというメリットを持つ．しかし，閉ループ構造は，閉ループであることを維持す

ることそのものが幾何学的拘束条件となる．そのため，ダイナミクスまで考慮した動作

を生成することが困難な場合がある．また，双腕ロボットなどは作業中に閉ループ構造

になる場合がある．そのような状況下でも提案手法が機能することが可能かを検証する．

対象として，作業中に両手でワークを把持した状態になった双腕ロボットアームを想定

した．双腕ロボットのパラメータは 5.3.2 で使用したものと同じものを使用する．本シ

ミュレーションでは閉ループ構造の再現が可能であるかの検証を目的とするため，転倒

は考慮しない．対象の模式図を図 5-18 に示す．本シミュレーションは閉ループ構造の維

持が可能かのみを検証するため，簡単化の為に転倒は考慮しないものとする． 
 

 
図 5-19 動作生成対象となる閉ループ構造ロボット 
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5.3.3.2 閉ループ構造モデルの動作目標 
閉ループ構造の動作目標の模式図を図 5-19 に示す．本シミュレーションで使用するモデ

ルは 5.3.2 で使用した双腕ロボットと同一物とした．図 5-19 中の赤丸で示した部分が連結

部であり，この状態で，赤で示したリンクを赤矢印の方向にそれぞれ 45°動作させ，動作

中に連結状態を維持する事を動作の目標とする． 

 
図 5-19 動作目標及び拘束条件の模式図 

 
5.3.3.3 仮想外力の計算 
手先の連結は，仮想バネ・ダンパ仮説に基づいて行った．連結の模式図を図 5-20 に示

す．両腕の手先を非常に固い仮想的なバネとダンパによって接続する．手先の間に偏差

が生じた場合，双方の手先にもう一方の手先方向への外力が発生する事で，連結状態を

維持する．この時使用した仮想的なバネとダンパの値は，試行錯誤的に決定した．手先

の連結に使用した仮想的なバネとダンパの値を表 5-3 に示す． 
 

      

 
図 5-20 仮想バネ・ダンパによる手先の連結． 
 

5.3.3.4 動作生成結果・考察 
生成された動作を図 5-21 に示す．太線はロボットの姿勢を示しており，色が濃くなるほ

ど終了時間に近い時刻の姿勢を示している．また，その時の関節角度時刻歴応答を図 5-22
に示す．各関節角度の定義は図 5-14 と同じである． 

Connected
point

Table 5-3 Simulation parameters 

Kv Cv 

30 15 
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図 5-21 生成された動作       図 5-22 関節角度時刻歴応答 
 
図 5-21 の結果から，提案手法を利用する事で，ツリー構造のモデルを閉ループ構造のモ

デルとして維持させることが出来ることが確認できた．本シミュレーションの対象の場合，

閉ループ部はひし形になる．そのため，閉ループが完全に維持できている場合はθ11+θ12=0，
θ22+θ12=0 の関係が常に成り立つ．図 5-22 の関節角度時刻歴応答からその関係をほぼ維持

できているが確認できる．わずかに誤差が発生しているが，これは仮想空間の手先はバネ

によって拘束されており，バネは変位が発生しないと力を発生させない事が原因である．

しかし，提案手法は最終的にシミュレーション結果を変位目標として実際のロボットに入

力することを想定しており，ロボットの各関節の制御器の強さを調節することによってそ

の誤差を吸収することができる．閉ループ構造は幾何学的拘束を持つため，ダイナミクス

モデルを作ることがほかの構造に比べて難しくなることが多いが，提案する手法を用いる

ことによって，連続チェーンやツリー構造のモデルを閉ループ構造のダイナミクスモデル

として代用できることが確認できた． 
 

5.4 5 章まとめ 
本章では，仮想的な外力によって動作を制限されたダイナミクスモデルを用いること

で，多体システムの動作生成を行う手法の提案と，シミュレーションでの検証をおこな

った．提案手法では，拘束条件を仮想的な外力によって表現し，ダイナミクスモデルに

加えることで動作を制限する．その条件下でフィードバック制御シミュレーションを行

うことで，シミュレーション結果は拘束条件を満たした動作となり，その結果を生成し

た動作として用いる．提案手法の有効性を検証するために以下のシミュレーションを実

施し，それぞれの知見を得た． 
 

(i) 連続チェーン構造モデルでのシミュレーション 
仮想的な外力によって複数の拘束条件が付与できることを確認するために，ロボット

アームを模した連続チェーンモデルに対して，アーム先端座標の制御と，重心位置の拘
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束を付与し，動作生成を行った．また，比較対象として幾何学的アプローチであるコン

フィギュレーション空間を用いた手法でも同様の条件で動作生成を行い，結果を比較し

た．シミュレーションの結果，提案手法によって複数の拘束条件を満たした動作の生成

に成功した．この結果から，複数の拘束条件を付与する上で，提案手法が有効に機能す

ることが確認できた．また，結果の比較によって，特に関節トルクの観点において，ダ

イナミクスモデルを利用することの有効性が確認できた． 
 

(ii) ツリー構造モデルでのシミュレーション 
提案手法がツリー構造の，目標を持たない肢の利用に有効かどうかを確認するために，

双腕ロボットを模したツリー構造のモデルに対して，片方の肢のアーム先端座標の制御

と，(1)のシミュレーションと同様の拘束条件を与えて動作生成シミュレーションを行っ

た．シミュレーションの結果，目標を持たない肢を利用して重心位置を制御する動作の

生成に成功した．この結果から．目標を持たない自由な肢の利用において，提案手法が

有効であることが確認できた． 
 

(iii) 閉ループ構造でのシミュレーション 
構造自体が幾何学的な拘束条件になっている閉ループ構造を，両アーム先端を連結し

たツリー構造モデルで再現できる事を確認するために，両アームの先端を仮想外力によ

って拘束し，動作させるシミュレーションを行った．シミュレーションの結果，両アー

ム先端の連結状態を維持したまま動作させることに成功した．常に幾何学的拘束条件を

持つために，ダイナミクスモデルの作成や，動的拘束条件の考慮が難しい閉ループモデ

ルに対して，提案手法を利用することで容易にモデルの作成や条件の付与が行えること

が確認できた． 
 
各シミュレーションで動作生成器が有効に機能したことから，提案するコンセプトが動

作生成器のデザインでも利用できる可能性が確認できた．また，デザインした動作生成器

の課題として，拘束条件の付与に利用する仮想外力の最適な大きさを決定する手法の検証

が必要である． 
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6 章 実用時の課題と対策(柔軟関節への対応) 
6.1 トルク計を持つロボットとその問題点 

KUKA LWR[43]等を代表として，力制御を可能とするロボットは関節にトルク計を搭載

している．人と接触するロボットは安全性のためにトルク制御は重要な項目であり，工業

用ロボットの場合でも組み付け力などの制御で，トルク計を実装したロボットの利用が増

えてきている．以下の図 6-1 にトルク計を持つロボットの関節の模式図を示す． 
 

 
図 6-1 トルク計を持つロボットの関節の模式図 

 
図 6-1 に示されるように，トルク計はモータの出力軸とアームの間に取り付けられる．ト

ルクを測定する原理は，磁歪式，摩擦式等がある．磁歪式トルクセンサは，測定軸部に異

方性を持った磁歪材を軸方向に対して 45 度の角度で取り付け，その部位の透磁率を測定し

ている．軸にトルクが印加されると，圧縮応力または引張応力が選択的にかかる事で，磁

歪材部の透磁率が変化し，その変化量からトルクを推定する[44]．摩擦型トルクセンサは，

摩擦型ひずみゲージを用いて，ゲージと測定軸間の界面の摩擦力から測定軸のひずみ量を

測定し，トルクを推定する[45]．いずれの手法も軸の変形量を測定する事でトルクを推定し

ているため，トルク計を持つロボットは図 6-1 の赤矢印で示す方向に関節が柔軟性を持って

しまう．柔軟性を介しての位置制御は一般的にモデルの複雑化や応答遅れの影響で困難と

されている．しかし，柔軟性を無視した場合，先端部の振動など動作への悪影響が現れる．

また，提案手法のモデルは，トルクのみが発生する理想的な関節を想定しているため，関

節に柔軟性を持つ対象に適用する事が出来ない．このような対象に提案するコンセプトを

適用する場合，モデルに柔軟性を取り込むか，柔軟性を抑制する制御器が必要となる． 
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6.2 従来の振動抑制法と課題 
柔軟性を有する多体システムの振動抑制は多くの手法が提案されている

[46][47][48][49][50]．中西らは，最適レギュレータによる状態フィードバックを行う事で減

衰特性を与え，振動の抑制を図っている[46]．福田らは高自由度の振動系を一自由度系の拡

張と捉えることで，単純な制御器によるローカルフィードバック制御を実施している[47]．
齋藤らは外乱オブザーバとアーム先端情報として加速度センサを用いることで，先端位置

の推定と制御に成功している[48]．また，柔軟構造物を制御する場合，スピルオーバ不安定

のリスクを無視することはできない．吉田らはスピルオーバを考慮した際の制御器構造の

制約条件を定式化し，低次元化モデルにおける最適制御器の設計を行っている[49]．原田ら

はポジカスト制御に基づいて，振動を抑制する入力をインパルス的に行う事で，振動の抑

制を行っている[50]．これらの手法はすべて，バネ性を考慮したモデルを対象として制御手

法の設計を行っている．しかし，柔軟多体システムを分布定数系としてモデル化するには

偏微分方程式を解く必要があり，その導出過程は複雑なものとなっている． 
 

6.3 ノッチ特性を利用した振動抑制 
柔軟性を有する対象は必ず一つ以上の固有振動数を有しており，固有振動数以外の入力

に対してはほとんど振動しないことが知られている．日野らは，プラントに対する入力か

ら，高次の固有周波数成分を排除することで，低次のモデルを対象とした制御器でも振動

抑制が可能であることを実験によって示している[51]．文献[51]では，高次の振動をノッチ

特性によって抑えることで，モデルの低次化と，ロバスト安定性の確保に成功している．

本論文では，その手法に着目し，1 次の固有振動数を排除することで，対象を剛体として扱

えるようにする手法を提案する． 
 

6.3.1 制御器のコンセプト 
本論文では，ノッチフィルタを用いて固有周波数成分がプラントに入力されることを防

ぐ．しかし，フィードバック制御を考慮した場合，プラントの直前にノッチフィルタを設

置した場合，ループ全体の応答特性が変化してしまうため，理想的な制御性能を得ること

が出来なくなってしまう．そこで，本論文では DMM 制御器設計手法[52]を用いて，フィー

ドバックループ特性がノッチ特性を持つような制御器の設計を行う． 
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図 6-2 一般的なフィードバック制御のブロック線図 

 
図 6-2 は一般的なフィードバック制御器のブロック線図を示している．ここで，図中の P

は制御対象となるプラント，Crwはフィードバック制御器，Chwはフィードフォアード制御

器，r は目標値，q は外乱，v は観測ノイズ，y はプラントの応答をそれぞれ示し，プラン

トへの入力を u とする．また，目標値 r からプラントへの入力 u までの伝達特性を Wru，

外乱 q からプラントへの入力 u までの伝達特性を Wqu，ノイズ v からプラントへの入力 u
までの伝達特性を Wvu とする．本章では，DMM 制御器設計手法を用いて，目標値 r から

プラント出力yまでの応答特性Wryおよびノイズvからプラント出力yまでの応答特性Wvy
に対してノッチ特性を与えた制御器の設計を行う．このとき，P の固有振動数は既知である

とする． 
 

6.3.2 制御器設計手法 
DMM 制御器設計法は，伝達関数ベースで，システムへの各入力からプラントへの入力ま

でのフィードバックループを含む伝達特性を求め，それぞれの関係から各伝達特性に任意

の特性を与えた際の制御器を計算する手法である． 
まず，P，Crw，Chw，Wru，Wqu，Wvu をそれぞれ以下の式(6-1)～(6-6)に示すように定義

する． 
 

P

P

D
NP =  …(6-1) 

c

crw
rw D

NC =  …(6-2) 

rwC

hwC

P

r

y

q

v

u
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c

chw
hw D

NC =  …(6-3) 

ru

ru
ru D

NW =  …(6-4) 

qu

qu
qu D

N
W =  …(6-5) 

vu

vu
vu D

NW =  …(6-6) 

 
また，Fig.4-2 のブロック線図から，Wru，Wqu，Wvuをそれぞれ求めると，以下の式(6-7)

～(6-9)に示す関係を得る． 
 

chwPpc

pcrw

hw

rw

ru

ru
ru NNDD

DN
PC

C
D
NW

−
=

−
==

1
 …(6-7) 

chwPpc
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hwqu
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DD
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N
W

−
=

−
==

1
1

 …(6-8) 

chwPpc

pchw

hw

hw

vu

vu
vu NNDD

DN
PC

C
D
NW

−
=

−
==

1
 …(6-9) 

 
このことから，各伝達特性は共通の極を持ち，零点のみが異なる事が分かる．各伝達特

性の分母を以下の式(6-10)に定義する． 
 

schwPPcvuquru DNNDDDDD =−===  …(6-10) 

 
式 7～10 から，各制御器の分子・分母と，各伝達特性の分子・分母の間に式(6-11)～(6-13)

で示す関係が成り立つ． 
 

Pcrwru DNN =  …(6-11) 

Pchwvu DNN =  …(6-12) 

chwPsPcqu NNDDDN +==  …(6-13) 
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式(6-11)～(6-13)から，プラントの極と零点，フィードバックループの伝達特性を与える

事によって，各制御器の分子分母が計算できることが分かる．ただし，Wqu の零点 Nqu と

Wvuの零点 Nvuは，式(6-13)の関係を満たす形で与える必要がある． 
 

6.3.3 制御器設計対象 
3 章で製作した実験装置は関節部に柔軟性を有していないため，モータ出力から制御対象

までの間に柔軟性を持つ別の実験装置を手法の適用対象とした．本章での手法適用対象と

した EMPS (Electro mechanical linear positioning systems)[53]の外観を図 6-3 に，構造

の模式図を図 6-4 に示す． 
 

 
図 6-3 Overview of EMPS[53] 

 

 
図 6-4 EMPS の模式図 

 
この装置は板バネを介してモータとボールねじが接続されており，ボールねじによって

動作するスライダの位置を制御対象としている．トルク計を持つロボットアームとの対応

関係を図 6-5 に示す． 
 

モーター

板バネ ボールねじ

スライダ



73 
 

 
図 6-5 ロボットアームと EMPS の対応関係 

 
制御対象であるスライダ位置がアームに相当し，板バネがトルク計の柔軟性を模擬して

いる． 
 

6.3.4 実験装置のモデル化 
装置のパラメータおよび状態量を図 6-6 に示す形に定義する． 

 

 
図 6-6 制御対象の状態量 

 
ここで，図 6-6 中の m1はモータのロータ質量，m2はスライダとボールねじの合成質量，

k12は板バネのバネ係数，fv1，fs1はそれぞれロータ質量にかかる粘性摩擦とクーロン摩擦，

fv2，fs2はそれぞれ合成質量部にかかる粘性摩擦とクーロン摩擦，τ はモータトルク，q1 は

1m 2m

12q
1q 2q

12kτ
11, fsfv 12 , fsfv
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ロータの絶対変位，q12 はボールねじの絶対変位，q2 はロータとボールねじの相対変位を

示す．図 6-6 から得られた運動方程式を式(6-14)，(6-15)に示す． 
 

τ+−−+−= 1111121212111 )( fsqsignfvqkqkqqm   …(4-14) 

2121121212121121 )( fsqsignfvqkqkqqm  −−−=  …(4-15) 
 
上記の式を制御対象のモデルとする． 
 
6.3.5 モデルの単純化 
提案する手法では，ノッチ特性によって固有周波数成分がプラントに入力される子こと

を防ぐため，制御器設計はバネ性を無視した低次のモデルに対して行う事が出来る．低次

元化したモデルを図 6-7 に示す． 
 

 
図 6-7 単純化した装置のモデル 

 
各パラメータおよび状態量は図 6-6 と共通である．図 6-7 から得られた運動方程式を式

(6-16)に示す． 
 

τ++−+−=+ ))(()()( 211121121 fsfsqsignqfvfvqmm   …(6-16) 
 
ここでクーロン摩擦は不連続要素であるため，fs1および fs2は 0 に近似する．その状態で

τから q1までの伝達関数を求めたものを式(6-17)に示す． 
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)(
)(

21

21
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 …(6-17) 
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これは粘性摩擦の影響を考えなければ提案手法によって作った回転ジョイントモジュール

の運動方程式と同じ構造であり，提案手法に対して適用可能であることが分かる． 
 
6.3.6 制御器設計 
制御器設計条件として以下の二つの条件を設定した． 
・条件 1：モータのロータ角 q1のみ計測可能な場合 
・条件 2：モータのロータ角 q1のほかに，関節角度 q12が計測可能な場合 
一般的に関節角度を計測するためのエンコーダはモータに取り付けられており，柔軟性

を持つ関節の姿勢の真値を得ることはできない．条件 1 ではそのような状況を想定してい

る．条件 2 では柔軟性の影響によって変化した関節角度の真値も測定可能であるという理

想的な状況を想定している．この二つの条件下でフィードバックループ特性にノッチ特性

を与えた制御器を設計する． 
 

(i) q1のみ測定可能な場合での制御器設計 
各伝達特性に与えたい特性として，以下の極と零点を定義する． 
・アクチュエータの応答特性 
P1，P2： )1(2 iac ±− ω  
P3： acω−  
Kac： 2

acω  

ωac：110×2π 
・ロバスト安定性確保の為のローパスフィルタ 
P4，P5： )1(2 iLP ±− ω  
KLP：

2
LPω  

ωLP：10×2π 
・共振周波数除去のためのノッチフィルタ 

P6，P7： idnnd
21 ζωωζ −±−  

Z1，Z2： innnn
21 ζωωζ −±−  

ωn：28.6×2π 
ζd：0.8 
ζn：0.1 
・定常偏差除去のための疑似積分特性 
P8：-800 
Z3：-0.0001 
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ここで，積分特性が微分特性となっているのは，Nquに与えることでコントローラの特性

に積分特性として与えるためである．ここで，伝達特性 Wru，Wvuを以下の式(6-18)，(6-19)
に示すように定義する． 

 

))()()()()()()((
/))()()()()((

87654321

821543

PsPsPsPsPsPsPsPs
NDPsZsZsPsPsPsKW PPac

ru −−−−−−−−
−−−−−−

=  …(6-18) 

 

))()()()()()()((
/))()((

87654321

01
2

221

PsPsPsPsPsPsPsPs
NDnsnsnZsZsKK

W PPLPac
vu −−−−−−−−

++−−
=  …(6-19) 

 
ここで，式(6-19)の n0～n2 は，式(6-13)から， 0)( 01

2
2 =++ nsnsn としたとき，s の解が

Z3およびDpを持つように与えられる．計算の結果，それぞれ 5
0 1053.5 ×=n ， 4

1 1093.1 ×−=n ，

2
2 1013.3 ×−=n となった．この時の目標値 r，ノイズ v から，プラント出力 y までの伝達特

性 Wry，Wvyを求め，ボード線図にプロットしたものを図 6-8 に示す． 

 
図 6-8 設計した伝達特性(q1のみをフィードバックする場合) 

 
図 6-8 から，目標値 r およびノイズ v から出力 y までの伝達特性にノッチ特性を付与でき

ていることが確認できた． 
 

(ii) q1および q12が測定可能な場合での制御器設計 
条件 2 の場合，フィードック量が二つに増えるため，ブロック線図が以下の図 6-9 に示

す形に変化する． 
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図 6-9 二つの状態量をフィードバックする場合のブロック線図 

 
ここで，Chw1，Chw2を以下のように定義する． 
 

c

chw
hw D

NC 1
1 =  …(6-20) 

c

chw
hw D

NC 2
2 =  …(6-21) 

 
このとき Wvuは v1から u までの伝達特性 Wvu1と v2から u までの伝達特性 Wvu2の二つ

の式に変化する． 
 

s

Pchw

s

vu
vu D

DN
D

NW 21
1 ==  …(6-22) 

s

Pchw

s

vu
vu D

DN
D

NW 22
2 ==  …(6-23) 

 
この時，式(6-10)，式(6-12)，式(6-13)は以下の式(6-24)～(6-27)示す形に変化する． 
 

schwPchwPPcvuquru DNNNNDDDDD =−−=== 21  …(6-24) 

Pchwvu DNN 11 =  …(6-25) 

Pchwvu DNN 22 =  …(6-26) 

21 chwPchwPsPcqu NNNNDDDN ++==  …(6-27) 

 
上記の式を用いて制御器設計を行う．各伝達特性に与えたい特性として，以下の極と

rwC

1hwC

Pr y

q

2v

2hwC
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零点を定義する． 
・アクチュエータの応答特性 
P1，P2： )1(2 iac ±− ω  
P3： acω−  
Kac： 2

acω  

ωac：120×2π 
・ロバスト安定性確保の為のローパスフィルタ 
P4，P5： )1(2 iLP ±− ω  
KLP：

2
LPω  

ωLP：10×2π 
・共振周波数除去のためのノッチフィルタ 

P6，P7： idnnd
21 ζωωζ −±−  

Z1，Z2： innnn
21 ζωωζ −±−  

ωn：28.6×2π 
ζd：0.8 
ζn：0.1 
・定常偏差除去のための疑似積分特性 
P8：-1000 
Z3：-0.0001 
・変位フィードバックの競合を防ぐためのハイパス特性 
P9：-25×2π 
Z4：-0.0001 
ここで，積分特性が零点で与えられているのは，5.1 節と同様の理由である．また，ハイ

パス特製を与えるのは，ロータ変位とボールねじ変位双方を目標値に近づけることはでき

ないため，片方の定常偏差を無視するためである．ここで，Wru，Wvu1，Wvu2 を以下のよ

うに定義する． 
 

))()()()()()()()((
/))()()()()()((

987654321

9821543

PsPsPsPsPsPsPsPsPs
NDPsPsZsZsPsPsPsK

W PPac
ru −−−−−−−−−

−−−−−−−
=  …(6-28) 
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ここで，K1，K2は Chw1，と Chw2の重みをあらわし，この制御器では K1=10，K2=1 とし

た．また，n0~n2 は式(4-27)から， 0)( 01
2

2 =++ nsnsn としたとき，s の解が Z3 および Dp

を持つように与えられる．計算の結果それぞれ， 14
0 1069.1 ×=n ， 12

1 1073.5 ×−=n ，

10
2 1099.8 ×−=n となった．また，この時の目標値 r，ノイズ v1，ノイズ v2からプラント出

力 y までの伝達特性 Wry，Wvy1，Wvy2を求め，ボード線図にプロットしたものを図 6-10 に

示す． 

 
図 6-10 設計した伝達特性(q1および q2をフィードバックする場合) 

 
図 6-10 から，各伝達特性に対してノッチ特性を，Wvy2 に対してハイパス特性を付与し，

重みを小さくすることが出来たことが確認できる．設計した二つの制御器を用いて，シミ

ュレーション上で機能の検証を行う． 
 

6.4 シミュレーション上での検証 
6.4.1 シミュレーション条件 
式(6-13)，(6-14)で定義したモデルを対象として，設計した制御器による制御シミュレー

ションを行った．シミュレーションでは，図 6-11 で示す，3 種類の速度を目標速度とした

場合のバンバン波入力を，正方向と負方向でそれぞれ行った場合の変位を目標値とした． 
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図 6-11 目標速度 
 
バンバン波入力とは最大加速度で目標速度まで加速し，一定時間等速で運動したのちに

最大加速度で減速するという入力である．スイッチの ON・OFF のみで作ることが出来る

ため，モータへの入力としてよく使われる．このような入力を目標値とすることで，柔軟

性による振動を考慮しない入力を行っても振動が抑制できるかどうかを検証する．また，

比較のために PD 制御器による制御も行った． 
 

6.4.2 シミュレーション結果・考察 
各シミュレーションの結果得られた，目標速度との誤差をそれぞれ図 6-12～6-14 に示す． 

 
図 6-12 PD 制御器による結果 
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図 6-13 提案した制御器による結果(q1のみをフィードバックする場合) 

 
図 6-14 提案した制御器による結果(q1および q12をフィードバックする場合) 

 
各結果の 1 秒から 2 秒までの間を拡大して比較したものを図 6-15(a),(b)に示す．(a)が q1

の速度誤差，(b)が q2の速度誤差を示している．凡例に示す DMM1 は q1のみをフィードバ

ックする提案制御器の結果，DMM2 は q1および q12をフィードバックする提案制御器の結

果を示している． 
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(a)                  (b) 

図 6-15 各結果の比較 
 
提案手法によって，どちらの DMM 制御器の結果でも，PD 制御器に比べて加速度が変化

した際の振動が大きく抑制できることが確認できた．しかし，PD 制御器と比較すると残留

振動は長く残るという結果となった．DMM 制御器同士を比較すると，アームの実変位もフ

ィードバックする制御器の方がわずかに振動抑制できるという結果となったが，PD 制御器

との差ほどの違いは出なかった．新たにセンサを増やし，制御器設計を複雑化させる程の

差が得られないため，制御のために理想的な状況を作る必要性は低いと考えられる．提案

制御器でオーバーシュートを抑えることが出来たのに対して，残留振動が大きくなったの

は，PD 制御の場合，D 制御器が減衰として機能するのに対し，提案する制御器はフィード

バック成分の共振周波数帯の振動を無視する構造となっている．そのため，もともとプラ

ントの持っていた減衰のみが作用することとなり，PD 制御に比べて残留振動が大きくなっ

たと考えられる． 
 
6.5 制御実験 
6.5.1 実験条件 
シミュレーションによる検証で，提案する制御器がオーバーシュートの抑制に効果があ

る事が確認できたため，実際に実験装置を用いた検証実験を行った．目標値はシミュレー

ションと同様にバンバン波入力をおこなった．また，シミュレーション同様に，比較のた

めに PD 制御器による制御実験も併せて行った． 
 
6.5.2 実験結果・考察 
各実験の結果得られた，目標速度との誤差をそれぞれ図 6-16～6-18 に示す． 
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図 6-16 PD 制御器による実験結果 

 

 
図 6-17 提案制御器による実験結果(q1のみをフィードバックする場合) 
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図 6-18 提案制御器による実験結果(q1および q12をフィードバックする場合) 

 
また，各結果の 1 秒から 2 秒までの間を拡大して比較したものを図 6-19(a),(b)に示す．

凡例の示す DMM1 および DMM2 は図 6-15 同様に，それぞれ q1のみをフィードバックす

る提案制御器の結果，q1および q12をフィードバックする提案制御器の結果を示している． 
 

 

 
(a)                  (b) 

図 6-19 各実験結果の比較 
 
シミュレーションと同様に，提案する制御器を利用することで，振動を大きく抑制する

ことに成功した．また，PD 制御の結果では，シミュレーションでは発生しなかった残留振

動が大きく発生するようになり，残留振動の抑制でも提案する制御器の効果が確認できた．

シミュレーション同様に，DMM1，DMM2 の結果は，最大振幅の抑制，残留振動の抑制双
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方で大きな差は見られなかった．そのため，実験上でもアームの真実位置を検出する必要

性は低いことが確認できた．PD 制御器の結果で残留振動が発生するようになったのは，フ

ィードバック時の無駄時間要素などによって，D 成分が純粋な減衰として機能しなくなっ

た事が原因だと考えられる． 
 

6.6 6 章まとめ 
柔軟性を有する関節を持つロボットに対して柔軟性を無視した制御器を実装するために，

フィードバックループ特性に対してノッチ特性を与える制御器を提案しシミュレーション

と実験によって効果を確認した．検証実験により以下の知見を得た． 
 

(i) シミュレーション上での検証 
フィードバックループ特性にノッチ特性を持つ制御器の設計を行い，バネ性を無視し

た動作制御手法の提案を行い，シミュレーション上で検証を行った．シミュレーション

の結果，振動の最大振幅の抑制に関して，提案する振動抑制法の有効性を確認した．ま

た，最大振幅の抑制においては，モータ角のフィードバックのみで十分な抑制効果が得

られることを確認した． 
 
(ii) 実験での検証 

提案した制御器を実際の実験装置に適用し，シミュレーションと同様の制御実験を行

った．実験の結果，シミュレーションでは悪化していた残留振動の抑制においても提案

手法が有効に機能することが確認できた．また，シミュレーションと同様に，モータ角

フィードバックのみで，十分な振動抑制が得られることが確認できた． 
 
本章の実験では，単一の関節相当の実験装置で有効な振動抑制を得ることに成功した．

現在，修士の学生の研究において，ハード・ソフト同時モジュール化の概念を用いた，計

算トルク法の実装で一定の成果が上がっている．計算トルク法は，多体システムの各関節

への入力と応答を，線形化および非干渉化する事の出来る手法である．本章で提案した振

動抑制法と組み合わせることで，多体システムでも有効な結果が得られると考えられる． 
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7 章 結論 
7.1 本論文における成果 
本論文では，多体システムのシステムデザインを簡易化するための手法として，ハード・

ソフトの同時モジュール化という概念の提案を行った．提案するコンセプトの有効性を検

証するために，実験装置の作成を行い，動作制御器，動作生成器をそれぞれデザインし，

実験とシミュレーションによって有効性の検証を行った 
 

(i) 3 章での成果(実験装置の作成と評価シミュレーション) 
3 章では，検証用実験装置のコンセプトを決定し，実際に実験装置の作成を行った．また，

モジュール化されたモデルによってマルチリンクのモデルを作成し，シミュレーション上

で従来のモデルと比較することで，モデルの妥当性の検証を行った．シミュレーションの

結果，作成したモデルが従来のモデルと等価であることが確認できた．また，並列計算の

可能な DSP ボードを利用して，分割されたモデルによってどの程度計算負荷が低減される

かの検証を行った．シミュレーションの結果，提案する手法では，特に高自由度のモデル

において計算負荷の軽減に有効であることが確認できた．また，実際に逆モデルと PID 制

御器を組み合わせた，2 自由度制御系を構成し，ロボットアームの動作制御シミュレーショ

ンにおいてモデルベース制御に利用可能なことが確認できた． 
 

(ii) 4 章での成果(ポテンシャル法による接触回避制御器のデザイン) 
4 章では，提案するコンセプトを用いて，ポテンシャル法による接触回避制御器のデザイ

ンを行い，実際に機能することをシミュレーションと実験によって検証した．ソフトウェ

アモジュールとして，ポテンシャル関数，逆ダイナミクスモデルをハードウェアに与え，

制御器を構成した． 
 
(iii) 5 章での成果(順ダイナミクスモデルを利用した動作生成器のデザイン) 

5 章では仮想的な外力を受けるモジュール化された順ダイナミクスモデルの，フィードバ

ック制御シミュレーションを利用して，複数の拘束条件を持つ動作を生成する手法を提案

し，シミュレーション上で検証を行った．仮想的な外力はダイナミクスモデル応答を制限

することで拘束条件を表現し，フィードバック制御シミュレーションによって拘束条件を

満たした動作を生成する．多体システムの基本構造である連続チェーン構造，ツリー構造，

閉ループ構造においてそれぞれ動作生成シミュレーションを行い，提案手法が有効に機能

することを確認した． 
 
(iv) 6 章での成果(柔軟関節を持つ対象への提案手法を適用する制御器の提案と検証) 

6 章では，フィードバックループ特性に対してノッチ特性を与えることで，関節の柔軟性
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を無視する制御器を提案し，シミュレーションと実験によって有効性の検証を行った．制

御器の設計には，閉ループ特性に対して自由に応答特性を設計することの出来る DMM 制

御器設計手法を用いることで，目標値から出力までの応答特性と，ノイズから出力までの

応答特性に対してノッチ特性を与える制御器を製作した．同じ条件の制御器を，モータの

ロータ角のみを検出できる場合と，実際の関節角度を検出できる場合の二種類の制御器を

設計し，PID 制御と比較を行った．シミュレーションと実験の結果，提案する制御器が振

動抑制に対して有効に機能することが確認できた．また，モータ角のフィードバックのみ

で，十分な振動抑制効果を得られることが確認できた． 
 

7.2 今後の展望 
検証段階では簡単化のために 2 次元空間に動作を制限したソフトウェア，ハードウェア

を作成した．今後は実際に運用することを想定して，3 次元に対応したソフトウェアモジュ

ールの作成を行っていく．また，本論文での検証では，関節単位でのモジュール化を行っ

ていたが，腕単位や脚単位といった比較的大きなモジュールの作成を行い，制御器デザイ

ンにおいてどの程度有効に機能するかを検証していく． 
本論文を通して，提案コンセプトを用いて実際に制御器と動作生成機のデザインを行い，

それぞれが有効に機能できることを確認した．しかし，制御器設計，動作生成機設計とも

に，モジュール化との相性が良い手法だった．従来手法にはジュール化との相性が良くな

い手法も多く存在しているため，どのようにモデルを切り分けるのが最適であるかを検討

していく必要がある． 
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付録 
 
1. 回転ジョイントの組立図 
 実験で用いた回転ジョイントの組立図を図 A1 に示す． 

 
Fig. A1 Rotational joint 
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2. 直動ジョイントの組み立て図 
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3. 実験装置台の組み立て図 
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4. アクチュエータ 
回転ジョイントに用いたアクチュエータを図 A2 に示す．モータは DC モータを用いた．

この DC モータはマクソンジャパン株式会社の RE35 にギアヘッド（GP32HP）を付けた

ものを使用した．また，エンコーダは HEDL5540 用いた．表 A1 に仕様を示す． 
 

 
Fig. A2 Actuator 

 
Table A1. Specifications of the actuator 

Nominal voltage DC 48 V 
No-load speed 3820 rpm 

No-load current 34.2 mA 
Rotational speed at maximum continuous torque 2990 rpm 

Maximum continuous torque 106 mNm 
Maximum continuous current 0.928 A 

Stall torque 498 mNm 
Starting current 4.2 A 

Terminal resistance 11.4 Ω 
Terminal inductance 3.16 mH 

Constant torque 119 mNm / A 
Mechanical time constant 5.36 ms 

Moment of inertia of the rotor 65.9 gcm2 
Gear Ratio 66 : 1 

Encoder Pulses 500 Pulse / rot 
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5. モータドライバ 
回転ジョイントに用いたモータドライバを図 A3 に示す．このモータドライバはマクソン

ジャパン株式会社の ESCON 50/5 を使用した．ESCON 50/5 は DC モータとエンコーダを

接続し，±10 V のアナログ電圧を入力することで電流制御ができる．Digital Signal 
Processor(DSP)から出力される指令アナログ電圧をモータドライバに入力して電流制御を

行う．表 A2 に仕様を示す． 

  

Fig. A3 Motor driver 
 
6. ポテンショメータ 1 
 回転ジョイントに用いたポテンショメータを図 A4 に示す．ポテンショメータは株式会社

緑測器の CPP-45B を使用した．ポテンショメータは一定の電圧を与えて，回転角に応じた

分圧した電圧の変化から角度を測定する．表 A3 に仕様を示す． 
 
 

 

Fig. A4 Potentiometer 
  

Table A2. Specifications of the motor driver 
Source Voltage DC 10 ~ 50 V 

Maximum Output Current 15 A 
Maximum Output 250 W 
Encoder Voltage DC 5 V 

Input Voltage DC ± 10 V 
Maximum Encoder Input 1 MHz 
Operating Temperature -30 ~ +40℃ 

Table A3. Specification of the potentiometer 
Power rating 3 W 

Standard resistance 20 kΩ 
Total resistance tolerance ±15 % 

Independent linearity ±0.1 % 
Electrical travel 350° + 2, ‐3° 

Mass Approx. 60 g 
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7. ポテンショメータ 2 
直動ジョイントに用いたポテンショメータは栄通信工業株式会社のヘリカロームポテン

ショメータ（多回転式精密巻線形）10HP-5 を使用した．付録図 3 にポテンショメータの概

観を示す．また，ポテンショメータの仕様を付録表 3 に示す． 
 

 
付録図 3 

 
 
 
 
 
 
 
 

  

Table 3.  Specifications of potentiometer 
Power rating 0.5 W 

Standard resistance 5 kΩ 
Total resistance tolerance ±3 % 

Independent linearity ±0.35 % 
No. of wire turns 1820 
Electrical travel 1800°±5° 
Starting torque 3 mNm 

Mass Approx. 17 g 
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9. Digital Signal Processor (DSP) 
実験では DSP としてエー・アンド・デイ(株)の AD-PROCYON(AD5445-M)を用いた．

使用するボードは種計算用に CPU ボード(AD7003-01)，入出力用にマルチファンクション

ボード(AD5440-06)，エンコーダ読み取り用にパルス入出力ボード(AD5440-13)とした． 
図 A5 に AD-PROCYON の外観を示す．また，AD-PROCYON，およびボードの仕様を

表 A4，A5，A6 に示す． 

  
Fig. A5 AD-PROCYON(AD5445-M) 

Table A5.  Specification of Pulse input and output board 

PWMin 

Number of Channels 16ch 
Input range DC+5V～+36V 

Response time 3µs 
Range of input frequency 0.1Hz～100kHz 

Duty rate 0.1%@300Hz 

PWMout 

Number of Channels 16ch 

Output range DC+5V or DC+6～36V 

Maximum current 100mA/ch 
Output carrier frequency 0.1Hz～100kHz 

Minimum Duty 0.1%@300Hz 

Encoder 
input 

Number of Channels 9ch 
Maximum counts -2147483648～2147483647 
Frequency range 0.1Hz～1.25MHｚ 
Time resolution 20nSec 

Pulse 
output 

Number of Channels 8ch 
Output level Differential 2V or more 

Time resolution 20nSec 
Speed range 0～20MHｚ 

Output mode 
A:Pulse/CW output/A-phase 

B:Sign/CCW output/B-phase 

Table A4.  Specification of Chassis 

Peripheral Slots 8 
Extended CPU 7 

I/O 

HT 3 

PCle 7 
cPCI 8 
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Table A6.  Specification of Multi-Function board 

Sampling rate 10kHz～50kHz 

A/D 

Number of Channels 12ch 
Resolution 16bit 

Input range ±10V，±5V，±1V 

Input impedance 1MW±5% 

D/A 

Number of Channels 12ch 
Resolution 16bit 

Output range ±10V，±2V 

Output impedance 1.5MW±5% 

DI 

Number of Channels 16ch  

Supply voltage level DC+5V～+36V 

Minimum response time 10µSec 
Input resistance 70kW 

DO 

Number of Channels 16ch  
Output voltage level DC+6V～+36V 

Maximum current 50mA/ch 

Minimum response time 20uSec 
 
 
 
  



101 
 

謝辞 
本研究及び本論文の作成にあたり，惜しみないご協力，適切なアドバイスを終始いただ

きました，田川泰敬教授とベンチャー.ジェンチャン准教授に厚く御礼申し上げます． 
 
AD-PROCYON の使用におきましては，ご多忙の中貴重なお時間を割き，適切なご指導，

研究に関する貴重な情報を下さいました株式会社エー・アンド・ディー，太田俊彦様に心

から御礼申し上げます． 
 
共に研究を行なった後輩の小川君，菅原君，石井君は様々なデータの取得や装置の設計

で協力をしていただき，深く感謝しております． 
 
そして，田川研究室の皆様のおかげで有意義な研究生活を過ごすことが出来，心から感

謝しております． 
 

 
 

 


